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はじめに 

原判決には，次のとおり原判決の判断に影響を及ぼすべき重大な事実誤認及び

評価の誤り、法令解釈の誤りがあるため違法であり，取り消されるべきである。 

 

第１ 原判決の事実認定の誤り 

    原判決は、６０頁以下で「認定事実」について判示しているが、そこには、

以下に述べる通り重大な事実誤認がある。 

    まず、原判決の事実認定を貫いているのは、旧公社や被告の郵便局・支店が

本社の指示を全国一律に実践するという前提である。 

後述する民営化週報の配布、就業規則の置き場所、労働者代表の選出、本件

例外規則の周知、いずれも、本社指示の全国一律実践を前提に認定されている。 

しかし、花見川支店（郵便局）、高輪支店（郵便局）、三鷹支店（郵便局）

は、労働基準監督署に就業規則を届出ていなかったことからも明らかなように

（甲Ｃ６、甲Ｅ８の１、甲Ｄ６の１，２）、旧公社・被告の支店（郵便局）ご

とに対応はまちまちで、本社指示の全国一律実践との前提は誤りである。以下

に詳論する。 

 

１ 民営化週報の配布 

 原判決は「分割民営化に際し、旧公社では、平成１７年頃から、分割民営化

に関する情報提供の趣旨で、説明資料である「民営化週報」を毎週発行し、非

常勤職員を含む全職員に配布していた。」（原判決６０頁）旨認定する。 

 民営化週報が作成されたのは事実であり、おそらく各支社を通じて各支店

（郵便局）に配布されたであろうが、各支店（郵便局）に配布されたか否かと

個々の社員に配布されたか否かとは全く別問題である。 

 まず、被控訴人が民営化週報が極めて重要なものであり、必ず個々の職員ま

で配布されなければならないという認識であるなら、「必ず個々の職員に配布
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せよ」という趣旨の通達文書を各支社に出しているはずである。しかし、現在

に至るまで上記の趣旨の通達文書は証拠上存在しない。 

 逆に、被控訴人が民営化週報をさして重視しておらず、各支社に通達文書を

出していないならば、各支社も単に口頭ないし支社独自の簡単な文書を付けて

各支店（郵便局）に配布するだけであるから、当然各支社、各支店（郵便局）

の担当管理者の判断によることになろう。この場合、全国一律の内容となるこ

とはあり得ず、全社員に手渡しで配布する支店もあれば、一定の場所に平積み

して持っていきたい人は自由に持っていくという支店もあり、また、第１号は

手渡し、第２号は平積みなど、各支店ごと、各号ごとに配布方法は当然異なる。 

 例えば、控訴人辻は、１号だけは手渡し、２号からは平積みである旨供述し

（辻４～５頁）、同大倉は、渡されていない旨供述するなど（大倉４頁）、当

然支店（郵便局）によって異なる。ところが、各支店の管理者の陳述書及び各

証人の証言は、判で押したように全く同じである。極めて重大な作為があると

判断せざるを得ない。 

 従って、通達類が証拠上存在しない以上、正式な通達文書によって、各支社

に個々の社員への民営化週報の配布を徹底させる指示を出したとは解されな

い。本社から各支社に個々の社員への民営化週報の配布と徹底させる指示がな

い以上、支社から支店（郵便局）への徹底もされたとは解されず、具体的な配

布方法は「現場任せ」である以上、異なるのは当然である。 

 この当然の事理を無視した原判決には、重大な事実誤認がある。 

  ところが、原判決は、本社の方針が支店まで完徹されるという誤った前提に

立って、以下、事実誤認を繰り返している。 

 

２ 就業規則の置き場所 

（１）原判決の誤った認定 

 原判決は、２００７（平成１９）年９月に、佐野支店など控訴人らの所属す
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る支店で、被控訴人が主張する場所に就業規則が備え置かれたと認定し、その

理由として、「平成１９年９月当時の旧公社は、分割民営化に関する施策が確

実かつ円滑に実施されるよう必要な取り組みを行う責務を負っており、具体的

には、同年１０月１日に承継会社の設立に旧公社の解散が予定されており、こ

れに伴う常勤社員の地位の承継、非常勤の被告における雇用契約締結等の施策

を円滑に行う責務を負っていたものである。このような状況にあったことに鑑

みると、旧公社の従業員らと被告との間の労働条件を規律する就業規則を遺漏

なく、全国的に統一的に成立させるべき要請の程度は相当に高かったというべ

きであり、旧公社及びその管理職においても、その点は明確に認識していたも

のと推認することができる」と判示する（７２頁）。 

そして、分割民営化後も就業規則は同様に備え付けられていたと判示した（７

０頁）。 

 要するに、重要な問題である旨被控訴人が認識していたから、末端の各支店

（郵便局）に至るまできちんと対応していたというのである。 

 

（２）旧公社の指示が全国一律に徹底されるとの判断の誤り 

 この判示も、民営化週報の配布についての判示と同じ誤りがある。 

 旧公社が本当に就業規則の備え付けを末端の各支店（郵便局）の管理職に至

るまで周知徹底しようとしていたならば、当然各支社を通じて各支店（郵便局）

に通達文書を下ろすはずである。しかし、現在に至るまでかかる通達文書は証

拠上存在しない。 

 従って、文書による通達はされなかったと解するのが自然である。そうなれ

ば各支社から各支店（郵便局）への指示も各支社任せとなり、最終的には各支

店（郵便局）任せ、現場の管理職次第である。当然就業規則の周知に熱心に取

り組む管理職もいれば、そうでない管理職もいて、全国一律となることはあり

得ない。 
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 また、仮に通達文書があったとしても、その通り各支店（郵便局）の末端の

管理職が励行するか否かとは別問題である。各支店（郵便局）の現場では、本

件雇い止めなどに直面しなければ、自らの労働条件を確認するために就業規則

の閲覧する社員は極めて少数であるから、普段は、就業規則の置き場所が現場

レベルで問題となることはほとんどない。 

 従って、全支店（郵便局）の全管理職が意識して、全国一律に閲覧が容易な

場所に置くとは解されない。原判決はこの当然の事理を一切考慮せず、上が意

識していることだから下まで徹底しているはずとの論理飛躍がある。 

 

（３）各支店の管理職の証言は信用できない 

 そもそも原判決の認定は想像に基づく認定であり、具体的な証拠に基づくも

のではない。確かに、一審において、形の上では各支店（郵便局）の管理職が、

前任者から聞いた話として、被控訴人の主張どおりの場所に備え付けていた旨

証言した。 

 しかし、これらの証言はすべて前任者から聞いたという伝聞証拠であり、各

証人の実体験に基づく証拠ではないから、まず一般論として信用性は低い。し

かも、各証言の内容に何一つ具体的なエピソードはなく、単なるマニュアル的

な内容に終始しているため、証言内容は極めて無味乾燥であり、迫真性は全く

ない。とりわけ、後記のように、実際には労働基準監督署に就業規則が届出さ

れていないにもかかわらず、届出されたと強弁する花見川支店（郵便局）、高

輪支店（郵便局）、三鷹支店（郵便局）の管理職は、偽証している可能性が極

めて高いため、その信用性は著しく低い。 

 

（４）控訴人らの供述する就業規則の備置場所 

  他方、控訴人らの本人供述はどうであろうか。各控訴人の供述は、おおよそ

次のとおりである。 
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ア 佐野支店（控訴人丹羽） 

 控訴人丹羽の供述の要旨は、次のとおりである（丹羽４頁）。 

「２階の第二集配営業課長席は、区分函が並ぶ、郵便課の広い作業場の一

画にあった。課長に用事があるとき、机を挟んで課長と正対する位置で話

をした。その際、課長席隣のホワイトボードに何かがフックでかけられて

いれば目に入るはずだが、それを見たことはない。」 

   （なお、原審において、被控訴人の、就業規則の設置場所に関する主張は

二転三転しており、また、はじめの主張にはない「フック」などの言葉が

途中から出てくるなどしており、まったく信用できない。） 

イ 千葉支店１（控訴人深尾） 

 控訴人深尾の供述の要旨は、次のとおりである（深尾４～７，２０頁）。 

「小包の仕分けなどを扱う大部屋の現場の一角に置かれた場所が電話班の

職場であり、所せましと四方に什器備品がおかれ、計画席の奥などという

位置は存在しない。さらに棚の多くは施錠されていた。苦情への応対のた

め、郵便法に関して調べたことがあり、１階郵便窓口課の計画席付近のガ

ラス棚のところも探したこともあるが、そこで就業規則は見たことがない。

また、小包の仕分けなどをする現場の他の職員は計画席の枠の中に入って

そこに置いてあるものを見ることはない。」 

ウ 花見川支店（控訴人向山） 

 控訴人向山の供述の要旨は、次のとおりである（向山４頁）。 

「就業規則が郵便課長席前の出勤簿の近くに備え付けられているとの報告

もなく、出勤簿に印を押す際にも、就業規則の冊子を見たことがない。」 

エ 高輪支店（控訴人根元） 

 控訴人根元の供述の要旨は、次のとおりである。 

「毎日、出勤簿に目を通して印を押しており、そのあたりに就業規則の冊

子があれば絶対に目にしているから、そこにはなったことは間違いがな
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い。」（根元２３頁）。その上で、「６５歳を唯一の理由として２０１１

（平成２３）９月末日限りで『雇止め』をされた後、２か月後の同年１１

月２０日から１２月１９日まで高輪郵便局で年末のゆうパックの区分の

アルバイトをした。当初の予定では１日おいて１２月２１日から翌２０１

２（平成２４）年１月２日まで年末の年賀状の区分も予定されていたが、

１２月１５日に突然、郵便課担当課長（副課長）より、１２月２１日から

の採用は取り消して１２月１９日限りで退職になる旨の説明が口頭で行

われ、退職通知を原告根元に手渡そうとした。事前の説明と違うので理由

を問い質したところ、担当課長は就業規則に書いてあると言うので、それ

なら就業規則を見せるように要求したところ、見せられないと言われた。

次の勤務日に再度担当課長から呼び出しを受け、課長席近くのスチール製

の書棚の扉を開けて就業規則を取り出し、説明を行った後再び書棚に戻し

て扉を閉めた。」（根元９～１１頁）。 

オ 三鷹支店（控訴人大倉） 

 控訴人大倉の供述の要旨は、次のとおりである（大倉１１，１８頁）。 

「出勤する度に出勤簿の置き場所に行くので、当然出勤簿の周辺にあるも

のは自然に目に入る。朱肉があったことは覚えている。本当に出勤簿の近

くに置いてあるなら、意識していなくても当然気づくが、１４年以上の間

で１回たりとも出勤簿の置き場所付近で、就業規則らしい書面を見たこと

がない。」 

カ 佐倉支店（控訴人辻） 

 控訴人辻の供述の要旨は、次のとおりである（辻９～１１頁）。 

「毎日、出勤時と退勤時に第二集配営業課の出勤簿付近に行っていた。課

長席前の出勤簿のテーブルの脇のフックに備え付けてあれば気づかない

はずはないが、見たことがない。」とし、その上で、「２０１１（平成２

３）年９月３０日限りで『雇止め』される７か月前の同年２月２８日頃、
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第二集配営業課課長から呼ばれて、集荷小包置き場の片隅に二人で椅子に

座り、課長から６５歳を超えているので次回の更新はないと言われた。

『雇止め』に承服できなかったので、①今まで７０歳を過ぎても元気に働

いて下さいと言ったことはどうなるのか、口約束でも契約の一部ではない

のか、②定年を規定したのはなぜか、③就業規則をなぜ開示しないのか、

改正または追加した場合は、説明、開示するのが被告の責務ではないのか、

④ＪＰエクスプレス統合の失敗による赤字を６５歳定年による人件費削

減でカバーしようとしているのではないのかと、主に４点を課長に問い質

した。課長は、就業規則は見せるがその他の点は支社に聞いてから回答す

る旨と言って、一緒に２階に来るように指示した。原告辻が課長と一緒に

２階に行くと、課長から、業務企画室に就業規則を取りに行くので課長席

の前で待つように言われ、暫くして戻ってきた課長から、就業規則のコピ

ー１枚を示されて、ここに６５歳定年が規定されていると言われた。就業

規則を見せるよう言ったのにもかかわらず、就業規則そのものではなく、

コピーを示したことに憤慨し、就業規則の原本を見せてもらったときに再

度話し合うことを求めた。」 

キ 尼崎支店（控訴人濱） 

 控訴人濱の供述の要旨は、次のとおりである（濱５～７頁）。 

「郵便計画席内の課長代理席前の台には出勤簿と担務表が置いてあり、期

間雇用社員が記帳のため毎日向かう場所であるが、そこで就業規則らしき

ものは一切見たことがなかった。」 

ク 千葉支店２（控訴人齋藤） 

 控訴人齋藤の供述の要旨は、次のとおりである（齋藤４～６頁）。 

「３階第一郵便課計画席脇のガラス棚は管理職や計画係に必要なものが

置いてある場所であり、原告齋藤ら期間雇用社員が近づく機会がない場所

であった。ガラス棚から離れた作業所より、副課長が出勤簿を出している
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のを見たことがあっただけである。」 

ケ 豊中支店（控訴人石澤） 

 控訴人石澤の供述の要旨は、次のとおりである（石澤７～１１頁）。 

「担務ボードは期間雇用者が出勤簿を記帳しに毎日向かう場所であるが、

就業規則らしきものは一切見たことがなかった。」とし、その上で、「２

０１２年２月頃に郵政ユニオンの役員から聞いた備付場所は２階の第１

営業課長席の後ろの壁であり、実際にすぐに確認したところ、同場所に就

業規則がぶら下がる形で備え付けられているのを目撃した。２階の第１営

業課長席の後ろの壁は、原告石澤ら期間雇用社員の活動範囲から外れてお

り、同人らがほとんど近づくことのない場所であった。」 

 

（５）控訴人らの供述は信用できる 

 前記のように、特に控訴人辻、同根元の両名に関しては、渋る相手（被控訴

人の管理職）から初めて就業規則を見せてもらったときの状況は、マニュアル

的な内容ではなく、極めて具体的なエピソードに基づく内容であり、迫真性が

ある。控訴人石澤も、ユニオンから教えてもらった場所で見たときの状況は、

極めて具体的であり、迫真性がある。控訴人丹羽、同深尾も原判決が認定する

置き場所に関して具体的な事情を示しているので、同様である。控訴人向山、

同大倉、同濱も、原判決が認定した出勤簿の近くの場所に分厚い就業規則が置

いてあるなら、出勤の度に分厚い就業規則に当然気が付くはずであるが、全く

気が付かなかった旨供述する。極めて自然な内容であり、供述内容に不自然さ

は全くない。 

 ところが、原判決は、控訴人辻、同根元以下、極めて内容が具体的な各控訴

人らの供述を排斥した理由を全く示していない。極めて恣意的な認定である。 

 

（６）労働基準監督署への届出状況に示される就業規則への認識 
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 本来就業規則は地元の労働基準監督署に届けなければならないが、花見川支

店（郵便局）、高輪支店（郵便局）、三鷹支店（郵便局）では届出をされた様

子は全くない（甲Ｃ６、甲Ｅ８の１、甲Ｄ６の１，２）。労働基準法に違反し

た支店（郵便局）が８支店（郵便局）のうちの３支店（郵便局）であるから、

異様なまでの高率（３７．５％）である。 

 もちろん、従業員への周知と監督官庁への届け出は別次元の問題ではある

が、監督官庁への届け出という就業規則に関する当然の行為が３支店（郵便局）

でなされていないことは、末端の支店（郵便局）の管理職の就業規則への認識

が極めて低レベルであることを物語っている。 

 就業規則への認識が極めて低レベルである以上、原判決が認定するように、

「旧公社の従業員らと被告との間の労働条件を規律する就業規則を遺漏なく、

全国的に統一的に成立させるべき要請の程度は相当に高かったというべきで

あり、旧公社及びその管理職においても、その点は明確に認識していたものと

推認することができる」（７２頁）とは、到底言えない。 

 原判決には、ここでも重大な事実誤認がある。 

 

（７）就業規則は閲覧可能ではなかった 

原判決は「前記認定に係る本件規則案の備え付け場所についても、上記の原

告らが所属していた各支店における現在の就業規則の備え付け場所に照らし

て、従業員の閲覧可能性に遜色があるということはできない。」と判示する。 

しかし、控訴人丹羽は、「そもそも、出勤時の様々な手続きや一つの業務が

終わって次の業務に移る時、終業時の報告等、１階の第一集配課の周りで行っ

ていた。そこが、課長代理もいる手続きの拠点であった。２階は課長がぽつん

と一人だけでいる場所であった。そのため、実際には、自分の課の２階課長席

には、特別に用事がなければ行かない。」旨陳述した（甲Ａ２５：９頁）。 

また、控訴人深尾の所属していたコールセンターは業務企画室に属していた
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が、控訴人深尾は月に一度、コールセンター職員の勤務指定表の下書きを持っ

て行くとき以外、業務企画室に行くことがなかった（深尾２０頁）。行ったと

きにも、入り口近くにあるという鉄庫を見たことは無かった（深尾７頁）。当

然、鉄庫の中にあると被告が主張する就業規則の冊子を見ることはできなかっ

た。業務企画室は、局長室などと同じフロアーで管理的機能が集中しており、

他の部署の有期雇用社員が気軽に足を踏み入れられるところではなかった（角

田３９頁）。 

控訴人向山は、花見川支店で、就業規則が郵便課長席前の出勤簿の近くに備

え付けられているとの連絡も受けておらず、課内における就業規則の存在自体

を知らなかったから、閲覧不可能であった（向山４頁）。 

控訴人濱は、就業規則（案）が備え付けられた場所どころか、就業規則（案）

が制定されたこと自体知らされていなかった（濱５頁～６頁）。 

控訴人石澤は、就業規則（案）が備え付けられた場所どころか、就業規則（案）

が制定されたこと自体知らされていなかった（石澤６頁～７頁）。 

控訴人齋藤は「仮に就業規則が上記計画席脇のガラス棚に備え付けられてい

たとしても、同棚は管理職や計画係に必要なものが置いてある場所であり、原

告齋藤ら期間雇用社員が近づく機会がない場所であった」と供述した（齋藤５

頁ないし６頁、添付図面）。 

よって、仮に原判決の認定を前提としても、就業規則（案）の置き場は、従

業員が立ち寄らない場であったり、原告ら期間雇用社員は、課内に就業規則（案）

が存在することを知らされていなかったりしたため、閲覧可能とは言えないの

である。 

  

３ 労働者代表の選出 

 原判決は、「過半数労働組合の存在しない事業場（各支店）においては、朝

礼やミーティング等で過半数代表を選出するよう労働者に依頼すること、選出
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を依頼する文書を事業場（各支店）に掲示するよう指示文書を発出した。」（原

判決７３頁）旨に認定する。 

 確かに佐野支店（郵便局）、豊中支店（郵便局）で選出依頼文書が掲示され

たことは窺われるが（乙共４，乙Ｉ６）、肝心の被控訴人の本社から各支社に

出した通達文書が証拠上存在しない。通達文書が被控訴人の正式な文書であれ

ば、文書番号を付けて文書ファイルに綴って一定期間保存し、たとえ保存期間

を経過しても、その文書が労使間の利害が対立する「トラブル案件」の証拠文

書であれば、「トラブル案件」が解決するまで保存するのが通常である。特に、

６５歳定年制は影響が極めて広範囲にわたるために、その実施に郵政ユニオン

が強く反対して、無期限停止（事実上の撤回）を要求し、あまつさえその要求

を貫徹するためにストライキまで行っているから、まさにトップ・ランクの「ト

ラブル案件」である。 

 従って、かかる通達文書があれば、当然現在存在するはずであるが、秘匿す

る必要は全くないにもかかわらず、証拠上存在しない。これは、かかる通達文

書がないからに他ならない。 

 原判決には、この点でも重大な事実誤認がある。 

 結局、佐野郵便局と豊中郵便局以外では、「過半数代表の選出を依頼する文

書」は掲示されず、多数派労働組合ないしＪＰＵと全郵政の両代表者が、組合

未加入者の一部から委任状を得るなどして、それ以外の組合未加入者や郵政ユ

ニオン加入者が知らないうちに「過半数代表」が選出されたことにしてしまっ

たものと判断するほかない。 

 

 ４ 控訴人らと被控訴人との雇用契約の締結及び更新の状況 

（１）「雇用条件説明書」についての事実誤認 

控訴人らが被控訴人から受け取った「期間雇用社員雇入労働条件通知書」に

は「雇用契約期間の趣旨及び更新等」として「期間雇用社員就業規則第９条か
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ら１０条」ないし「第９条から第１１条」と記載されていることは認める。し

かし、前述の通り、控訴人らは、就業規則の備え置き場所も分からなかったの

であるから、上記の記載のみでは、控訴人らには、本件上限規則の内容が分か

らなかったことは明らかである。 

また、原判決は「本件規則等の内容を抜粋・要約した『雇用条件説明書』」

に「（５）満６５歳に達した日以後は、原則として雇用契約は更新しません」

と記載されていると判示した（７６頁）。 

しかし、上記「（５）満６５歳に達した日以後は、原則として雇用契約は更

新しません」が記載されたのは、２０１１年４月に交付された「雇用条件説明

書」からであり、それ以前の「雇用条件説明書」にはこの記載はない（甲Ａ１

の１）。 

この点は、控訴人らの雇用継続への合理的期待の存否に拘わる重要な事実で

ある。 

ところが、原判決はこの重要な事実について誤認しているのである。 

 

（２）２０１１年４月の「雇用条件説明書」交付は「従来の扱い通り」ではない 

 

 さらに原判決は、「雇用を継続することになった期間雇用社員に対しては、

従来の扱いどおり、『雇用条件説明書』を添付した『期間雇用社員雇入れ労働

条件通知書』を交付した。」（原判決８９頁）旨認定する。 

 この交付の年月がなぜか判示されていないが、２０１１年４月である。 

 雇用を継続することになった期間雇用社員に対して、「雇用条件説明書」を

添付した「期間雇用社員雇入れ労働条件通知書」を交付したこと自体は誤りで

はないが、「雇用条件説明書」（甲Ａ１の３等）の７項に、さりげなく⑸ 「満

６５歳に達した日以降は、原則として雇用契約は更新しません。」という一文

が付け加えられたことを意図的に落としている。ウッカリすると見落としてし
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まうこの一文が付け加わったことは、控訴人らの雇用に重大な影響を及ぼすも

のであり、到底「従来の扱いどおり」とはいえない。 

 原判決には、この点でも重大な事実誤認がある。 

 

 ５ 本件上限規則の周知 

（１）「会社が認める場合」との例外の説明 

    原判決は、控訴人丹羽、同深尾、同齋藤、同向山、同辻、同大倉、同根元に

対して、所属先の管理者が、個別に「乙共２文書を交付し、同書面に基づき、

本件上限規則の内容及びその経過措置を６カ月延長することを説明した」と判

示する。 

しかし、乙共２には、６５歳更新限度の例外について「会社が認める場合」

という、本件上限規則と異なる具体性のない文言が記載されている。そして、

控訴人深尾、同向山、同根元に対しては、「会社が認める場合」という乙共２

記載の文言のみが、管理職から伝えられたに過ぎない。よって、「本件上限規

則の内容」が説明されたとは言えない。そのため、控訴人深尾や同向山は、自

分がその例外に当てはまると期待していたのである。 

 

（２）控訴人齋藤は乙共２文書を受け取っていない 

原判決は「原告齋藤が、乙共２文書を受け取っていないと主張するが、同じ

千葉支店に勤務していた原告深尾と異なる取り扱いがされたとはにわかに考

えにく」いとする（８１頁）。 

しかし、控訴人齋藤は、夜間の交代勤務であったことから、千葉支店が交付す

ることを失念したものである。証人角田自身も、乙共２の交付につき受領印はと

っていないこと、担当課長から交付したとの報告を受けただけでその他漏れがな

いかの確認作業はしていない旨を認めており（角田１９頁）、乙共２を控訴人齋

藤に個別に交付したとの同人の証言は信用できない。 
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   また、原判決は「社内のミ－ティング等で同書面に即した説明を行うなどと

した」とするが、現場の実態を踏まえない判断である。現場は控訴人深尾、同

齋藤の職場とも連続して仕事がなされ、たとえば全員一同が一カ所に集まって

説明を聞くなどの形式はない。かわるがわる交替で話を聞くものであり仕事が

入れば中座して仕事にいくという雑然とした中での説明である。そうした状況

の下で、被告管理者が、深夜勤務であった控訴人齋藤に乙共２を渡していない

ことは十分にありうる。「にわかに考えにくい・・・」というのはあたらない。 

 

（３）控訴人辻は乙共２文書を受け取っていない 

また、原判決は「原告辻は、この頃、乙共２文書を受け取っていないと主張す

るが、以前は、これを受け取っていた旨の主張をしていたのであって、その主張

には著しい変遷が見られるところ、本訴における原告辻の尋問内容に照らしても、

かかる変遷の合理的な理由を見て取ることはできない」と判示した（８２頁）。 

確かに、原告ら第三準備書面には、原告辻は乙共２について読み上げられた

との記載があるが、それは、原告辻が書面作成のための会議に参加できないも

とで原告ら代理人が事実の把握を間違ったことによる記載である（辻２１頁）。 

原告辻は本件規則の施行が６か月延期されるとの説明は聞いておらず（辻７

頁）、「期間雇用社員の皆さんへ」（乙共２）ももらった記憶はないとはっき

り証言した（辻１９頁）。 

他方、証人江幡は担当課長が乙共２について説明した旨供述するが（江幡３

～４頁）、自らが体験した事実でない上に、担当課長から聞いた時期すら全く

特定できず（江幡２０頁）、労働基準監督署への就業規則の提出について虚偽

の証言をしている江幡証人の供述の信用性は極めて低いことをも勘案すれば、

個別の説明はなかったというべきである。 

 

（４）原告大倉は乙共２文書を受け取っていない 
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    原判決は「本件上限規則の経過措置延期については、事柄の性質上、全国の

支店で統一的に説明を行う取り扱いが強く求められるものであって、人によっ

て同書面を交付しないということは想定しがたいこと、原告大倉が、本件にお

ける本人尋問において、上記書面を受け取ったか受け取っていないことも含め

て記憶がない旨供述していることに照らせば、原告大倉の供述は容易に採用す

ることができない。」と判示する（８２頁）。 

  しかし、原告大倉の手帳（乙Ｅ９，１１，１２、原告大倉は、毎日適宜この

手帳に出来事を記載していたのであり、信用性が高い（大倉３２頁））によれ

ば、原告大倉は、同年８月２６日（金）に、雇い止め予告通知書（甲Ｅ３の

１）を手にして、「９月３０日に退職となる」との文面に驚いたのであり、

２０１１年８月２６日まで、本件就業規則１０条２項による６５歳雇い止めに

ついて知らなかったのである。 

原告は、同日の勤務終了後に、組合加入の頃からお世話になっていたあき

る野局勤務の棣棠氏（郵政ユニオン中央執行委員）に電話をして就業規則１

０条について尋ねると、棣棠氏は「実は労使協約９１条というものがあり、

それに基づいて就業規則ができた、労使協約９１条には『６５歳を超えた場

合には契約更新しない、ただし、会社側が特に必要と認める場合はその限り

ではない』と書いてある。この但書きの適用を求めるとよい」と言った。原

告大倉は、組合加入時には労使協約のことは聞いていなかったので、そのよ

うな規定があったことをこの時初めて知って驚いたのである。 

 

４ 本件雇止めについて 

（１）控訴人齋藤は期間満了予告通知書は受け取っていない 

   ２０１１年２月頃、控訴人齋藤は「次期雇用契約終了後の契約更新は行いま

せん。」と記載されている期間満了予告通知書は受け取っていない。 

      この点について、原判決は「担当課長において、同通知書を雇止め対象者に
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交付した日付を一覧表に記録するなどしていること（角田）」を根拠に、受け

取ったと認定した（９１頁）。しかし、角田は担当課長ではなく、「同通知書

を雇止め対象者に交付した日付を一覧表に記録するなどしている」との証言は

伝聞供述に過ぎないし、一覧表は証拠として提出されていない。 

   また原判決は「同じ支店に勤務していた原告深尾には同通知書が交付されて

いること」も認定の根拠としている。しかし、前述の通り、深尾は日勤だが、

齋藤は夜勤の交代勤務であり、期間満了予告通知書を配布した際には非番だっ

たために期間満了予告通知書が交付されなかった、ということは十分にあり得

ることである。角田の証言が信用できない以上、控訴人らの主張が真実と認め

られるべきである。 

 

（２）年次有給休暇の取得について 

原判決は、各控訴人は、２０１１年９月３０日までの間に年次有給休暇を使

い切った、と判示した（９０頁以下）。 

しかし、それは、例えば控訴人深尾の場合、年次有給休暇取得の申請もして

いないのに「勤務指定表」（甲Ｂ９）に不動文字で年次有給休暇の記載があっ

たなど、被告管理者の一方的な指示により原告らが年次有給休暇を取得させら

れたことを明示していない、不正確な判示である。 

控訴人丹羽に対して、小野課長代理は、２０１１年８月頃、勤務指定表に付

箋を付けて、年休が１９日残っていることを通知し、それを消化するよう促し

たが、その旨の明示もない（丹羽１１頁、甲Ａ１３ 課代の付箋付き勤務指定

表）。 

   特に、控訴人齋藤については、原判決自身、休暇経理簿（乙Ｈ４）には、９

月「１５日に６時間の時間給を取得した旨の記載があるが、・・・この時間休

を原告齋藤が取得したとは認められない」として、休暇経理簿の改竄まで認定

している。被告管理職らには、当時、休暇経理簿を改竄までして年次有給休暇
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の消化を期間雇用社員らに押しつけていた事実がここから認められるのであ

る。      

 

第２ 争点についての判断（１）本件上限規則及び本件上限協約は無効である 

   以下、原判決が設定した各争点について、本件上限規則及び本件上限協約が

無効であることから、原判決が取り消されるべきことにつき、詳述する。 

 

 １ 本件上限規則および本件上限協約は公序良俗に反し無効であること 

（１）高齢者雇用安定法との関係について 

 ア 原判決は、本件上限規則の公序良俗違反性について論じるなかで、まず、「高

齢者雇用の公序の一端を形成する高齢者雇用安定法」の趣旨が６５歳までの雇

用を確保する点にあるから、「反面、６５歳をもって更新限度ないし更新され

た契約の終期とすることも許される」旨判示する（原判決１１２頁）。 

しかし、高齢者雇用安定法９条は、高齢者の雇用の安定を図るため、少なく

とも６５歳までは就業の機会を確保すべきとの最低の基準を定めたものであ

り、６５歳による期間雇用社員の雇止めを積極的に許容するものではない。ま

た、高齢者雇用安定法９条は、６５歳まで①定年引き上げ、②継続雇用制度導

入、③定年制廃止、のいずれかにより雇用を確保すべき旨明文化しているが、

それは、厚生年金や退職金等老後の生活保障が充実している正社員を想定して

定められたものである。そのことは、厚生労働省作成「高年齢者等の雇用の安

定等に関する法律の一部を改正する法律の概要」において（甲共１１７）、正

社員であれば多額を得られる「厚生年金（報酬比例部分）の支給開始年齢の引

き上げ」に合わせて、労働者にそれまでの生計維持の途を確保することを雇用

確保措置の理由としていることからも明らかである。 

イ 更に言えば、高齢者雇用安定法９条が引き上げを義務付けているところの定

年制度は、終身雇用制による不都合を解消するため必要とされ、退職金制度や
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厚生年金制度によりその合理性が認められるに至った制度であり、期間雇用社

員という雇用形態を想定していないのである。 

   この点について、菅野和夫「労働法」第８版４３１頁には以下の通り記載さ

れている。 

「定年制については、労働者の労働能力や適格性がいまだ十分に存在してい

るにもかかわらず、一定年齢到達のみを理由にして労働関係を終了させるもの

で、合理性が無くまた雇用保障の理念に反し、効力がないとする見解も存在す

る。 

定年制は、従業員の雇用尊重を最優先課題とし、かつ年功による処遇（賃金

･昇進）を基本とするわが国企業の長期雇用システムにおいて、年功による昇

進秩序を維持し、かつ賃金コストを一定限度に抑制するための不可欠の制度と

して機能してきた。いいかえれば、定年は、労働者にとって、定年年齢におけ

る雇用の喪失という不利益のみならず、定年までの雇用保障や勤続年数による

賃金上昇などの利益をも伴ってきた。したがって、定年制度を一要素とする長

期雇用システムにおける雇用保障機能と年功的処遇機能が基本的に維持され

ている限り、同制度はそれなりの合理性を有するのであって、公序良俗違反に

はあたらない。これに対し、企業の従業員に対する雇用尊重の基本方針が放棄

され、かつ年功的処遇が能力主義･成果主義によって置き換えられた場合には、

定年は従業員にとっては格別のメリットのない制度と化し、合理性を失うこと

となる。」 

 また、秋北バス事件最高裁判決は「およそ定年制は、一般に、老年労働者に

あっては当該業種又は職種に要求される労働の適格性が逓減するにかかわら

ず、給与が却って逓増するところから、人事の刷新・経営の改善等、企業の組

織および運営の適正化のためにおこなわれるもの」として合理性があるとした。

これは、正社員の定年制について、期間の定めのない雇用と年功序列の賃金体

系を前提として合理性を認めたものである。 
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 ウ この点について、被告の正社員の平均収入は約月５０．５万円（年６０６万

円）（甲共１１８：平成２６年３月１３日参議院厚生労働委員会政府参考人答

弁）であり、退職金の支給額も２０００万円を超える（甲共１１９の１、２、

３、４：一般的な正社員の退職金明細）である）。 

   他方、控訴人ら期間雇用社員の平均賃金は、１日８時間・週４０時間労働で

換算しても、約月１８．９万円（約年２２７万円）であり（甲共１１８：平成

２６年３月１３日参議院厚生労働委員会政府参考人答弁）、控訴人らの平均賃

金は、わずか約月１６．５万円である。さらに、期間雇用社員は、退職金の支

給もされないことから、老後のための貯蓄をすることは困難である。 

 エ この点につき、原判決は、老齢基礎年金の受給開始年齢が６５歳であること

から、同規則及び協約の適用により労働者が被る不利益は大きくないと判断し

ているようである（１１５頁）。 

   しかし、老齢基礎年金は、平均わずか月５万４５４４円（甲共１２０：参考

資料６）しか支給されず、仮に２０歳から６０歳まで満額納付をしたとしても、

支給額は月６万５００８円（年間７８万０１００円）であり（甲共１２１）、

到底労働者が生計を維持するに足りる金額ではないのが実情である。一方、厚

生年金の平均支給額は、月１４万５５９６円（甲共１２０：参考資料３）であ

り、老齢基礎年金額は、厚生年金額のわずか約３７％しかない。さらに、被告

の正社員は国家公務員共済年金を得ており、その平均支給額は厚生年金額より

も高いのである。 

   本件上限規則及び協約の合理性を判断するためには、慎重に期間雇用社員が

被る不利益を判断する必要があるところ、上述したように、老齢基礎年金額は

到底生計を維持するに足りるだけの支給がなされているとはいえない実情があ

る。 

よって、期間雇用社員の年齢による更新限度については、高齢者雇用安定法

９条が想定しているものではなく、同法の規定をもって本件上限規則が公序良
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俗に反していない旨判断することはできない。 

むしろ、高齢者雇用安定法の趣旨は、高齢者が生計を維持する途を確保する

点にある以上、老後の生活保障が不十分であり、働く以外に生計維持の途がな

い期間雇用社員に対する年齢による更新制限は、同法の趣旨に反することとな

る。 

 

（２）雇用対策法１０条との関係について 

原判決は、雇止めは、雇用対策法１０条の規定する「募集及び採用」には該

当せず、雇止めの局面には同条の適用はない旨判示する（１１２頁～１１３頁）。 

しかし、雇用対策法１０条の目的は年齢差別を禁止し働く能力（体力）と意

欲のある高齢者の雇用を確保することにあり、その趣旨は「募集及び採用」の

段階に限られるものではない。 

すなわち、平成１９年４月の雇用対策法の改正の基となった労働政策審議会

の答申では、「働く希望を持つ全ての人の就業促進を法目的に追加する・・・

・ことを国の重要な施策として、位置づけることが適当である。」として、具

体的な施策として「年齢に関わらない就業の促進の充実」を上げている（甲共

１２２）。このように、高齢者の就業支援にあたって「募集」や「採用」に限

定されているものではない。「年齢に関わらず就業」できるようにすることが、

雇用対策法第１０条の立法趣旨といえる。 

そして、雇用の更新であろうと募集・採用であろうと雇用を確保・保障する

という点では変わりがない。 

同法１０条が特に「募集及び採用」を禁止したのは、同段階における年齢差

別が高齢者に与える不利益が著しいばかりか、特に頻繁に行われていることか

ら、これを特に禁止する趣旨であり、雇止めの段階においても、不合理な年齢

差別は当然に雇用対策法１０条の趣旨に反することになる。仮に、雇用対策法

の趣旨が「募集及び採用」の場面に限られるとすると、業務に熟達した６５歳
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以降の既存労働者が雇止めになる一方で、６５歳以降の未経験者が採用される

という矛盾が生じる。 

また、雇用対策法の目的は１条で「労働者がその有する能力を有効に発揮す

ることができるようにし、これを通じて、労働者の職業の安定と経済的社会的

地位の向上とを図る」とされているが、「更新の拒否」が「募集及び採用にあ

たらない」とすれば、６５歳を超えた労働者は雇用更新がされないので会社を

変えての採用と雇止めを短期間で繰り返すという極めて不安定な状態の置かれ

ることになり、雇用対策法の目的に反する。 

それは、社会の常識に照らしてもとうてい納得できないものであり、この点

で原判決は社会的妥当性を欠いている。 

ところが、原判決は「既に雇用している有期雇用契約に係る労働者について

雇い止めをするについて、更新限度となる年齢を設けることは、同条に言う『募

集及び採用』にはあたらないものと解すべき」とするのみで、どうしてそう解

すべきなのか、なんら実質的な理由を述べることができていない。 

そもそも、控訴人ら期間雇用社員は、更新の度にその能力を判断されており、

被控訴人においては、原判決が認定するよう、管理職が期間雇用社員に対し詳

細なスキル評価を実施し、能力低下の実質的な判断が日常的に行われていた（１

０８頁ないし１０９頁）。期間雇用社員の雇止めは、かかる能力判断に基づき

行うべきなのであり、年齢による一律の雇止めは、不合理な年齢差別として、

雇用対策法の趣旨に反するものである。 

 

（３）正規雇用者との均衡について 

原判決は、有期雇用社員の労働条件を正規雇用者よりも優遇しなければなら

ない根拠は見出し難く、およそ年齢による更新限度を設けることが許されない

との公序の存在は認められない旨判示する（１１３頁～１１４頁）。 

しかし、国際労働法の中核的規範である同一価値労働同一賃金の原則（国際
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労働機関憲章：前文、世界人権宣言：第２３条、経済的、社会的及び文化的権

利に関する国際規約：第７条、人及び人民の権利に関するアフリカ憲章：第１

５条）からすれば、雇用形態の違いによる賃金格差は許されてはならない。 

この同一価値労働同一賃金の原則は、日本でも確認されている。短時間労働

者に関する丸子警報器事件・長野地上田支判平成８年３月１５日労判６９０号

３２頁は以下の通り判示している。 

「労働基準法３条、４条のような差別禁止規定は、直接的には社会的身分や

性による差別を禁止しているものではあるが、その根底には、およそ人はその

労働に対し、等しく報われなければならないという均等待遇の理念が存在して

いると解される。それは言わば、人格の価値を平等と見る市民法の普遍的な原

理と考えるべきものである。前記のような年齢給、生活給制度との整合性や労

働の価値の判断の困難性から、労働基準法における明文の規定こそ見送られた

ものの、その草案の段階では、右の如き理念に基づき同一（価値）労働同一賃

金の原則が掲げられていたことも惹起されなければならない。 

 したがって、同一（価値）労働同一賃金の原則の基礎にある均等待遇の理念

は、賃金格差の違法性判断において、ひとつの重要な判断要素として考慮され

るべきであって、その理念に反する賃金格差は、使用者に許された裁量の範囲

を逸脱したものとして、公序良俗違反の違法を招来する場合があると言うべき

である。」 

この判決を受けて、パートタイム労働法８条は、短時間労働者と通常雇用労

働者との「当該労働条件の相違は、労働者の業務の内容及び当該業務に伴う責

任の程度、当該職務の内容及び配置の変更の範囲その他の事情を考慮して、不

合理と認められるものであってはならない。」と規定している。さらに、労働

契約法２０条が、無期雇用の労働者と有期労働者の均等待遇を定めている。 

ところが、被控訴人における期間雇用社員と正社員とでは、上述したように

純然たる賃金格差が存在する。また、期間雇用社員は、正社員と比較し、雇用

https://ja.wikipedia.org/wiki/%E4%B8%96%E7%95%8C%E4%BA%BA%E6%A8%A9%E5%AE%A3%E8%A8%80
https://ja.wikipedia.org/wiki/%E7%B5%8C%E6%B8%88%E7%9A%84%E3%80%81%E7%A4%BE%E4%BC%9A%E7%9A%84%E5%8F%8A%E3%81%B3%E6%96%87%E5%8C%96%E7%9A%84%E6%A8%A9%E5%88%A9%E3%81%AB%E9%96%A2%E3%81%99%E3%82%8B%E5%9B%BD%E9%9A%9B%E8%A6%8F%E7%B4%84
https://ja.wikipedia.org/wiki/%E7%B5%8C%E6%B8%88%E7%9A%84%E3%80%81%E7%A4%BE%E4%BC%9A%E7%9A%84%E5%8F%8A%E3%81%B3%E6%96%87%E5%8C%96%E7%9A%84%E6%A8%A9%E5%88%A9%E3%81%AB%E9%96%A2%E3%81%99%E3%82%8B%E5%9B%BD%E9%9A%9B%E8%A6%8F%E7%B4%84
https://ja.wikipedia.org/wiki/%E4%BA%BA%E5%8F%8A%E3%81%B3%E4%BA%BA%E6%B0%91%E3%81%AE%E6%A8%A9%E5%88%A9%E3%81%AB%E9%96%A2%E3%81%99%E3%82%8B%E3%82%A2%E3%83%95%E3%83%AA%E3%82%AB%E6%86%B2%E7%AB%A0
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が安定しないばかりか、厚生年金が低く、退職金がない等、老後の生活保障が

極めて不十分である。 

かかる被控訴人における期間雇用社員と正規雇用者との格差を、老後の生活

保障や生涯賃金の観点から少しでも是正する措置として、期間雇用社員に関し

ては年齢による更新限度を禁止するという措置は必須のものである。仮にかか

る措置が取られないのであれば、労働契約法２０条の趣旨や同一価値労働同一

賃金の原則から導かれる有期雇用社員と正社員との実質的均等待遇を内容とす

る公序に反することは明らかである。 

 

（４）小括 

   以上より、本件上限規則および上限協約は、公序良俗に反し無効である。 

 

 ２ 争点④ 本件上限規則には合理性が認められず、無効となること 

（１）本件上限規則に合理的な必要性が認められないこと 

      「原始就業規則の存在を前提として、労働者がこれを受け入れて労働契約関

係に入る局面を前提とする合理性の判断」（１１１頁）について以下に述べる。 

 ア 原判決は、高齢となった期間雇用社員について「個別に、加齢による業務遂

行能力の低下の有無を判断し、場合によっては雇止めを行う、という対応をと

ることについては、①能力低下の実質的判断が必ずしも容易でない以上、当該

契約期間の満了までに適時適切な対応を取り損なう恐れや、②紛議に伴うコス

トという問題も」ある、「その観点からは、本件規則１０条１項による雇止め

で対処することは、煩雑の感を否めず、被告の懸念する事故発生の懸念が現実

化する危険とのバランスを考慮すると、一律に一定の年齢を基準として、以降

の雇用契約更新を行わないこととする旨の定めを就業規則に置くことについ

て、なおその必要性と合理性が認められる」旨判示する（１１４頁～１１５頁）。 

 イ しかし、①被控訴人には膨大な人数の管理職がおり、管理職が期間雇用社員
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に対し詳細なスキル評価を実施し、能力低下の実質的な判断を日常的に行って

いたことは原判決も認めるところであり（１０８頁ないし１０９頁）、被控訴

人においては、契約期間満了までに適時適切な対応を取り損なう恐れは非常に

少なかったといえる。現に、原判決も認めるように（１０８頁ないし１０９頁）、

控訴人らはいずれも、詳細なスキル評価を受け、業務を問題なくこなすことが

できる能力を有し、健康状態にも問題がなかったとの評価を受けている。 

   また、②前述の通り、被控訴人においては、日頃から管理職が詳細なスキル

評価により期間雇用社員の業務遂行能力を管理しており、スキル評価について

は被控訴人内部で苦情処理の制度もある。さらに、雇止めの適法性に対する紛

議についても、話し合い、労使交渉、労働情報相談センターのあっせん、労働

審判、労働委員会、裁判など、その状況に応じた多様なシステムが用意されて

おり、そのコストも被控訴人にとってそれほど負担になるとも考えられない。

仮に、被控訴人の不当な措置の結果紛議が生じたのであれば、そのコストは被

控訴人が負担すべきであり、期間雇用社員の雇用を奪う根拠とはならない。 

 ウ 原判決は「被告の懸念する事故発生の懸念が現実化する危険とのバランス」

と判示した。しかし、全くバランスはとれていない。 

実際、被控訴人側証人はいずれも、高齢者だからミスがある、とは証言して

いない。証人角田はこれを積極的に否定している（角田３６頁、４１頁）。証

人鈴木は「高齢者による事故という風なことがおこったという認識はございま

せん。件数については把握していないんですけれども、そういった事故が多発

しているという話は聞いたことはございませんでした」と述べ、高齢者と事故

の相関関係や事故を起こした者の年齢構成の調査もしていないと証言した（鈴

木２７頁、平井１５頁も同旨）。６５歳以上の非常勤職員の人数も調査してい

なかった（鈴木３４頁）。 

また、被控訴人は、原告向山のように、６７歳の者を新規採用し、入社時面

接において、課長から「体が続く限り働いて下さい」と言ってことからも、そ
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うした「懸念」は存在しなかったといえる。 

更に、被告は、６５歳という年齢を理由として約１４，０００人を解雇して

おきながら、６５歳以上であっても、４５５人について更新し、新規採用とし

ては６６歳以上の者も採用可としている。且つ、被告は、自ら解雇した６５歳

以上の期間雇用社員を１０７名も再雇用している（甲共１４ 参議院又市議員

の質問に対する答弁書）。 

   これは結局、更新の場合と合計して５６２名について６５歳定年を適用せず

特別扱いをしたことを示すのであり、被告が、６５歳以上の者を「業務に耐え

得る」と考えていることは明白である。ひいては「６５歳以上は業務ができな

い」として６５歳定年を就業規則で導入したことに合理性がないことを端的に

示す事実である。 

この点に関連し、厚生労働省が出している「労働者の募集及び採用における

年齢制限禁止の義務化に係るＱ＆Ａ 」では、以下の通り記載されている（甲共

１２３）。 

Ｑ８－1：加齢に伴う体力、視力等の低下が大きな影響を及ぼし、ひいては労災事

故の危険が増大する業務が存在することは事実であり、以前の年齢指針のような例

外事項を設けるべきではないでしょうか。 

Ａ：加齢による体力等の低下の度合いについては、個人差が大きく、年齢により一

律に制限を設けることを許容することは適切ではありません。御指摘のような危険を

回避するためには、むしろ求人において業務の具体的内容と必要な身体能力等を明

示することが重要となります。 

さらに、警察庁交通局交通企画課の報告書（乙共２３）にも「高齢被験者９

名に対してトレーニングを実施することで有効視野が拡大することを確認し

ている」（同９０頁）、結晶性知能ピークは６０歳から７４歳までとされてい

ること（同９９頁）、「記憶力が低下しても、思考能力が衰えることはない。
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また、言語能力を保持している人ほど、ものを考える能力は保持される。高齢

者は、年齢を重ねている分、より優れた言語能力を保持していると考えられる

ため、高齢者の記憶力が低下しても、ものを考える能力（思考能力）は十分に

保持されていると考えることができる。」（同９９～１００頁）と記載されて

いる。そのことからも、６５歳定年制に合理性がないと言えるのである。 

 エ そもそも、原判決の上記判示によれば、本件上限規則の目的は、雇止めの適

法性を個別に判断することは煩雑であり、そのコストを免れるために一律に年

齢制限を設けるという点にあることになるが、これを認めることは、まさに解

雇権濫用法理（雇止め法理）の潜脱を認めることになり甚だ失当である。かか

る解雇権法理の潜脱は、労働契約法１９条の趣旨、ひいては憲法２７条に反す

るものであり、合理的な必要性が認められない。 

      即ち、憲法は労働権を生存権とは独立して保障しており、憲法は働くという

ことにつき、単に生活を営むための手段という機能に留まらず、労働そのもの

が有する特別な意義についても保障していると理解される。この観点からは、

労働は人格の形成と発展に寄与し、所得保障では解消できない意義を持ってい

る。このことは、日本国憲法の中核的規定である１３条からも読込むことがで

きる。同条は、個人は国政のあらゆる場において最大限尊重されなければなら

ないという要請を帰結する。よって、憲法２７条の労働権に基づいて制定され

る労働者保護法の内容は、労働者を個人として尊重するものでなければならな

い。労働が人格の形成と発展に寄与するという意味では、「正当な事由なく現

に従事している仕事を離職させられない」という内容の解雇制限法の制定が、

憲法２７条の規定から義務付けられていると言える。 

労働契約法１９条、１６条はそのような趣旨によるものであるから、労働者

の責めに帰すべき事由もない場合にも、紛争のコストを免れるなどという、一

方的な使用者側の都合により、それらの法条の適用を潜脱することが合理的な

理由として認められるはずもない。 
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また、労契法３条１項では、労働契約は労使が「対等の対場における合意」

によって締結、変更されるべきことを規定する。この理念の下では、労使「対

等」の下での合意が尊重されるべきだが、有期労働契約の不更新条項は、労働

者は少しでも雇用の継続を望めばこれを呑まざるを得ないのであって、およそ

労使対等の契約とは言えない。よって、不更新合意は、有期労働者の弱い立場

を利用したものであり、そのもとで、紛争のコスト回避という使用者としての

責任を回避する措置を押しつけることにはおよそ合理性は認められない。 

 

（２）控訴人らの被る不利益が非常に大きいこと 

  ア 原判決は、上限規則の内容の相当性を検討するとして、６５歳になれば老

齢基礎年金の受給が開始され、期間雇用社員の生計の途が絶たれるなどの著

しい不利益は生じない旨判示する（原判決１１５頁）。 

    しかし、上述したように期間雇用社員は賃金が少額であることから、期間

雇用社員の厚生年金は一般に非常に少額となる。また、上述したように、老

齢基礎年金の額も少額であることから、雇止め後の元期間雇用社員の生活資

本は著しく減少することとなる。期間雇用社員は、賃金が少額であることか

ら、十分な貯蓄をすることができず、退職金も支給されず、６５歳以降も十

分な年金を受給できず、失業手当も６５歳以降は一時金しか出ないことから、

６５歳を超えても就業する他に生計を維持する術はない。 

    それなのに、本件上限規則により、控訴人らは生計を維持する途を絶たれ

たのであり、その不利益は非常に大きい。 

  イ 原判決は、高齢者雇用安定法９条は「あくまで６５歳までの雇用確保を事

業者に対し求めているのであり、本件上限規則が同法の求めるところに齟齬

するものではない」旨判示する（１１５頁）。 

    しかし、上述したように、高齢者雇用安定法は高齢者の雇用確保の最低基

準を定めたものに過ぎない。また、高齢者雇用安定法は、終身雇用制度の適



- 29 - 

用がある正社員を念頭に明文化された経緯があり、期間雇用社員に対する保

障についてまで念頭に置いて明文化を図ったものではない。よって、同法の

規定に齟齬しないからといって、控訴人らの被る不利益が小さいものと判断

されるわけではない。 

むしろ、高齢者雇用安定法は正社員に対しても６５歳までの雇用を保障し

ている以上、期間雇用社員に、老後の生計維持の途を与える観点で、正社員

との均衡を考慮すれは、期間雇用社員の雇用は６５歳を超えて保障すべきこ

とになる。 

  ウ 原判決は、被告において、正社員の定年を６０歳としてうえで、以降は高

齢再雇用社員という任期１年間の期間雇用社員として再雇用し、６５歳に達

することにより雇止めとしていることの均衡から、本件上限規則は相当性が

ある旨判示する。 

   しかし、上述したように、正社員であった者は、満６０歳で定年退職するこ

とにより２０００万円以上の退職金を受給することができ、期間雇用になった

後も正社員だったころの６割の賃金が保障され、須藤の例だと基本給２２万３

４００円が保障されることになり（甲１２４）、賞与は正社員と同じに支給（特

別手当を含めて年間約４カ月）されるため、当初から期間雇用社員であるもの

よりもはるかに多額となる。その後も多額の厚生年金を受給できる。一方で、

期間雇用社員にまで６５歳による雇止めを適用した場合、正社員との格差はま

すます広がり、老後の生計を維持することすら極めて困難となる。その点から

すれば、原判決が判示する高齢再雇用社員との「均衡」とは、まさに見せかけ

の均衡に過ぎない。 

  エ 以上より、本件上限規則により控訴人らの被る不利益は非常に大きいとい

え、到底相当性が認められるものではない。 

 

（３）本件上限規則が周知されていないことについて 
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  就業規則が法的規範として拘束力を生ずるためには、内容の合理性に加えて

「使用者においてその内容を適用を受ける事業場の労働者に周知させる手続

が取られていることを要する」のであり、「そのような周知方法により、採

用時または採用直後において当該就業規則の内容を知りうることが必要であ

る」。 

ア この点につき、本書面第１で述べた通り、原判決は「平成１９年９月当時

の旧公社は、分割民営化に関する施策が確実かつ円滑に実施されるよう必要

な取組を行う責務を負って」おり、かかる状況においては「旧公社の従業員

らと被告との間の労働条件を規律する就業規則を遺漏なく、全国的に統一的

に成立させるべき要請の程度は相当に高かった」と推認できるため、「本件

規則案の備え付けおよびこれに関する説明を行ったという」証人鈴木、平井、

角田、古川、江幡、小熊、近藤、中井、三宅の各供述は信用できる旨判示す

る（７２頁～７３頁）。 

イ しかし、原判決は、何ら各支店における尋問の結果を考慮することなく、

被控訴人の周知する責任の程度が大きいことから被控訴人は責任を果たした

はずだという全くの推測による事実認定を行っており、不当である。 

ウ また、控訴人向山が就業していた花見川支店、控訴人大倉が就業していた

三鷹支店、及び、控訴人根元が就業していた高輪支店では、就業規則改定時

に労働基準監督署への届出をしていないことは、労基署ないし労働局への問

い合わせ等により明らかとなっており（甲Ｃ６、甲Ｅ８の１、甲Ｄ６の１，

２）、原判決もその旨認定するに等しい判示をしている（７４頁）。ところ

が、かかる点について、証人古川、証人小熊及び証人三宅は、労基署に届け

出たという明らかな虚偽を証言している（古川２６頁、小熊２４頁、三宅２

１頁）。このことから、その他の被控訴人側の証人らも含め、同人らが、被

控訴人を利するため、周知の点においても虚偽の供述をしている疑いが強く

残る。この点についての検討を経ぬまま上記証人らの供述を信用できるもの
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としている原判決は、本件上限規則の周知の点につき明らかな事実誤認の違

法があるといえる。 

 

（４）小括 

   以上より、本件上限就業規則には合理性が認められず、無効となる。 

 

 ３ 争点⑤⑥ 本件上限規則は就業規則の不利益変更に当たり、その変更には合

理性が認められず無効となること 

   原判決は、本件上限規則の適用が就業規則の不利益変更に当たることを認め

つつ、同不利益変更が合理的である旨判示する（１２２頁～１２５頁）。しか

し、以下のとおり、同不利益変更に合理性は認められず、無効である。 

   なお、不利益変更の合理性判断については、原判決の示す考慮要素である①

労働者の不利益の程度、②変更の必要性の内容及び程度、③変更後の就業規則

の内容自体の相当性、④代償措置その他関連する労働条件の改善状況、⑤労働

組合等との交渉の経緯、⑥他の労働組合又は他の従業員の対応、⑦同種事案に

関するわが国社会における一般状況などにつき検討する。 

 

（１）控訴人らの被る不利益が非常に大きいことについて 

原判決は、原告らが本件上限規則により被った不利益は、「旧公社における

非常勤職員として勤務していた者」が「一定の年齢であること、特にその年齢

に達したことのみを理由に再度の任用がなされないということはない」という

「限定的な事実的な期待」「を失うというものに過ぎず、その不利益の程度は

小さい」旨判示する（１２２頁～１２３頁）。 

しかし、原判決は、本件上限規則の適用が就業規則の不利益変更に当たる旨

判示（１２１頁）しているが、その際、公社時代における非常勤職員の「年齢

による再任用の制限がない」（１２１頁）という事実上の就業状態を労働条件
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として法的に保護すべきことは、原判決自身が認めるところである。 

そもそも不利益変更法理で言うところの「不利益」は、事実的な期待であっ

ても重要な労働条件の変更と評価される。 

たとえば、第四銀行事件・最高裁判所第二小法廷平成９年２月２８日判決（最

高裁判所民事判例集５１巻２号７０５頁。以下、「第四銀行事件判決」という。）

は、５５歳から６０歳への定年延長及びこれに伴う５５歳以降の賃金を引き下げ

る就業規則の変更の効力が争われた事案である。同判決は「５５歳以降の年間賃

金が５４歳時のそれの６３ないし６７パーセントとなり、定年後在職制度の下で

５８歳まで勤務して得られると期待することができた賃金等の額を６０歳定年

近くまで勤務しなければ得ることができなくなるというのであるから、勤務に耐

える健康状態にある男子行員にとっては、実質的にみて労働条件を不利益に変更

するに等しい」とし、そうすると、「その実質的な不利益は、賃金という労働者

にとって重要な労働条件に関するものであるから、本件就業規則の変更は、これ

を受忍させることを許容することができるだけの高度の必要性に基づいた合理

的な内容のものである場合に、その効力を生ずる」と判示した。 

 この第四銀行事件判決は、「５８歳までの在職を『合理的期待』と捉え、本件

変更は既得の権利を消滅・減少させるものではないとしつつも、右の合理的期待

を前提とすれば、『実質的にみて』労働条件の不利益変更に等しいと述べ、『高

度の必要性に基づいた合理的な内容』を要求して」おり、「厳密にいえば既得の

権利とはいえない期待利益を法律上の利益と認め、不利益変更の法理を適用し

た」ものと評価されている（土田道夫「定年延長に伴う就業規則による労働条件

の不利益変更の効力」月刊法学教室２０４号１３９頁）。 

すなわち、５５歳定年後５８歳までの在職制度を利用するか否かは、実際は殆

どの男子行員が利用していたのだが、法的には不確定であり、５８歳までの賃金

については原判決の言うところの「事実的な期待」にすぎない。それが、６０歳

まで働かなければ同額の賃金を得られなくなったとして、重要な労働条件の変更
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としているのである。他方、本件の場合は、旧公社では身体の続く限り７０歳で

も８０歳でも働けていたのが、被告では６５歳で原則として雇い止めされること

になり、生涯賃金は大幅に減額されるのだから、第四銀行事件の場合と比べても

重大な不利益と言うべきである。 

この点を敷衍すると、旧公社においては、日々任用といっても、実際には、

国家公務員の身分保障の理念から（国家公務員法７５条，７８条）、免職が認

められるほどの事由（体の不自由により働けない等）がない限り雇止めをされ

ることはなかった。原判決が認定するように（１１８頁）、控訴人らは、旧公

社において非常勤職員の採用の前後に、「この職場は賃金（時給）は低いです

が、６ヶ月ごとの更新で身体の続く限り働いてください。」、「郵便局は定年

制を設けていないから、元気で働けるなら７０歳を過ぎても頑張って働いてく

ださい。」等と伝えられ、現に旧公社では６５代後半から７０代の非常勤職員

が複数人働いていた。かかる状況に加え、控訴人らは現に６５歳を超えても体

が元気であり、スキル評価も優れていたのであるから、旧公社時代であれば、

控訴人らが６５歳を超えて就業を継続できたことは客観的にも明白であり、控

訴人らの６５歳を超えての就業継続の期待は極めて強度なものであったといえ

る。そのため、控訴人らは、６５歳を超えて就業できることを前提に生計維持

を計画していたところ、本件上限規則により、控訴人らは一律に雇止めとなり、

生計を維持することが不能となり、生活水準が非常に悪化した。よって、かか

る控訴人らの被った不利益は、非常に大きいものであり、原判決の結論は是認

できない。 

 

（２）本件上限規則に何ら合理的必要性が認められないことについて 

   原判決が示す本件上限就業規則の必要性については、不当なものであり何ら

合理性が認められないことは上述したとおりである。 
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（３）本件上限規則に対する代償措置その他関連する労働条件の改善が一切ないこ

と 

   原判決は、本件上限規則を設けるに当たり、格別の代償措置がなされていな

いことを認めつつ、旧公社における日々任用が、分割民営化に伴い期間雇用に

なったこと自体が労働者にとって有益である旨判示する（１２４頁）。 

しかし、旧公社における日々任用が分割民営化に伴い期間雇用になったのは、

単に分割民営化に付随する制度上の変更に過ぎず、本件上限就業規則に対応し

てとられた措置ではない。 

また、上述したように、旧公社においては、日々任用とはいえ、予定雇用期

間が定められており期間雇用と同様の運用がなされており、免職されるような

事由がない限り雇止めになった例はなかった。まして、控訴人らのように長期

にわたり旧公社に勤務し、スキル評価も優れていた者が、突然に更新打ち切り

となることは通常考えられなかった。よって、公社時代の日々任用が、制度上

期間雇用になったとしても、格別控訴人らが利益を受けるものでもない。 

僅かでも利益あるとすれば、被控訴人が認めたように、解雇権濫用法理が類

推適用されることだが、その利益は本件上限規則によって失われたのである。 

さらに、本件上限規則によって控訴人らが被る不利益は、６５歳雇止め以降

に生計を維持することができなくなるというものであり、日々任用が期間雇用

になったからといって、何らかかる不利益が緩和されるものではない。 

このように、分割民営化に伴い期間雇用になったこと自体は、控訴人ら期間

雇用社員にとって有益であったとはいえず、ただ本件上限規則により大きな不

利益を強いるものである。仮に有益な措置をとるとすれば、６５歳雇止めの対

象者に対し、退職金等の特別給付をすべきである。 

そもそも、原判決は、格別の代償措置がなされていないことを認めているが、

代償措置の有無は、判例上（最高裁第二小法廷判決昭和５８年７月１５日労判

４２５号７５頁御國ハイヤー事件、最高裁第三小法廷判決昭和６３年２月１６日
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最高裁判所民事判例集４２巻２号６０頁大曲農業協同組合事件、最高裁第一小法

廷判決平成１２年９月７日労判７８７号６頁みちのく銀行事件）も重大な考慮

要素とされている。 

すなわち、合理性判断に当たっての「補完的事由のうち最も重要なものは、不

利益に対する見返りないし代償の措置であ」る（岩渕正紀「農業協同組合の合併

に伴う退職給与規程の不利益変更が有効とされた事例」法曹時報４１巻３号２４

４頁）。御国ハイヤー事件判決及び大曲農業協同組合事件判決のいう「代償措置

とは、退職金の不利益変更に際して代償の提供をまったくともなわない場合は、

合理性判断に当たってマイナス評価される」（大橋範雄「合併にともなう就業規

則（退職金規程）の不利益変更」労働法律旬報１１９９号４９頁）。 

かかる格別の代償措置がなされていない不利益変更に合理性を認める原判決

は甚だ失当であることは明らかである。 

 

（４）労働組合との協議状況 

      原判決は「郵政ユニオンも、期間雇用社員について、原則として満６５歳に

なると、雇用契約の更新が行われないことになるという規定は認識していたが、

特段の異議は述べていなかった」と判示する。 

   しかし、原判決自身、郵政ユニオンが特段の異議を述べなかったことは錯誤

によるものであり（１２９頁）、日本郵政は郵政ユニオンとの交渉において不

誠実な対応があったとしている（１３１頁）。そのことからすれば、本件規則

と同内容の労働協約が各労働組合との間で締結されていても、到底それは就業

規則不利益変更の合理性を支える要素とはならない。 

 

（５）労働者代表からの意見聴取手続き（労働基準法９０条）に瑕疵があること 

   原判決は、①各支店で選出された過半数代表者が多数派組合の組合員であり、

郵政ユニオンの組合員に過半数代表者の選出を要することが説明されていなか
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ったこと、②本件上限規則の存在を非常勤職員に知らせずに過半数代表者の選

出を依頼したこと、③当該過半数代表者がいわゆる正規職員であったことを否

定していない。ところが、原判決は、本件において「労働者代表の意見を聴取

するという要請は一応満たされているといえる一方で、変更の合理性を失わせ

るほどの事情があるとは認められない」旨判示する（１２５頁）。 

   しかし、上記①～③の事情のもとでは、本件上限規則により大きな不利益を

受けることになる控訴人ら期間雇用社員の意見が十分に反映されないまま労働

者代表に対する意見聴取手続きが行われたことは明らかである。そして、労働

契約法１１条により、この意見聴取が就業規則変更の合理性の一要素とされ、

変更された労働条件が労働契約の内容となる以上、労働者代表に対する意見聴

取手続きの趣旨は、就業規則の不利益変更により不利益を受ける労働者の意見

が反映される機会を確保する点にある。 

   よって、本件意見聴取手続きには、労働契約法１１条の趣旨（同法施行前に

も存在する）に反する瑕疵があることは明らかである。かかる瑕疵は、手続き

上の瑕疵に留まらず、就業規則の不利益変更の合理性を減殺すべき事情となる。

そして、本件においては、上述した合理的な必要性が認められないこと、控訴

人らの被る不利益が大きいことに鑑み、変更の合理性を失わせることとなる。 

（６）労働基準監督署への届出義務（労働基準法８９条）違反について 

   原判決は、佐野支店、千葉支店、佐倉支店、尼崎支店及び豊中支店において

は、就業規則を労基署に届け出ている旨認定している反面、花見川支店、三鷹

支店及び高輪支店においては、就業規則を届け出ている旨は認定していない（原

判決７４頁）。就業規則の届出義務違反は、就業規則を行政官庁により監督す

るために必要とされる重要な義務の違反であるばかりか、労働契約法１１条の

趣旨に反するものであり、同義務違反は、手続き上の瑕疵に留まらず、就業規

則の不利益変更の合理性を減殺すべき事情となる。 
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（７）本件上限規則は、他の民間企業において類を見ないこと 

   原判決は、被控訴人が本件上限規則の制定作業を進める途中で民間企業にお

いて有期雇用労働者について年齢による更新限度を定めている例を見つけるこ

とはできなかったことを認定している（１２５頁）。 

   そのことからもわかるように、本件上限規則は、他の民間企業において類を

見ない制度である。かかる期間雇用社員に対する年齢による更新制限が適法と

された場合、今後、社会一般において、生計を維持できなくなる期間雇用社員

が増大することは火を見るより明らかであり、期間雇用という雇用形態が増加

することが予想される社会において、重大な社会問題が生じることとなる。本

件上限規則に合理性が認められないことは、この点からも明らかである。 

 

（８）本件上限規則の周知がされていないことについて 

上述するように、本件上限規則の周知に関する原判決の認定に明らかな事実

誤認の違法がある。 

 

（９）小括 

   以上のとおり、本件上限就業規則は就業規則の不利益変更に当たり、その変

更には合理性が認められず無効となる。 

 

 ４ 争点⑨ 本件上限協約は、労働組合法２条の趣旨に反し無効となること 

   原判決は、本件上限協約は、労働組合法２条の趣旨に反するものではない旨

判示する（原判決１２７頁～１２８頁）。 

   しかし、以下詳述するように、本件上限協約は、労働組合法２条の趣旨に反

することは明らかである。 

   なお、労働組合法２条の趣旨に反するか否かは、①労働協約が一部ないし特

定の組合員を殊更に不利益に取り扱うことを目的として締結したと認められる
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か否か（最高裁判所平成９年３月２７日第一小法廷判決）のみならず、原判決

が以下の点も考慮すべき事情とした点は重要である。 

   ②労働協約の内容が一部ないし特定の組合員を殊更に不利益に取り扱ってお

り、③その不利益の程度、労働協約全体としての合理性、当該不利益な取り扱

いの必要性、④当該労働協約の締結に至るまでの交渉の経緯、⑤不利益を受け

る組合員の意思が労働協約の締結に当たってどの程度反映されたのか。 

   控訴人らも、これらの諸般の事情を総合考慮して、当該労働協約の内容に著

しい不合理があると認められるか否かにより判断するものとする。 

 

（１）本件上限協約は、期間雇用者である一部ないし特定の組合員を殊更不利益に

取り扱うものであること 

   原判決は、正社員が満６０歳以降は高齢再雇用社員として期間雇用社員とな

り、当初から期間雇用社員であった者と同様に本件上限協約の適用を受けるこ

とから、本件上限協約は期間雇用者である一部ないし特定の組合員を殊更不利

益に取り扱うものではない旨判示する（原判決１２８頁）。 

   しかし、上述したように、正社員であった者は、満６０歳で定年退職するこ

とにより２０００万円以上の退職金を受給することができ、期間雇用になった

後も正社員だったころの６割の賃金が保障され、須藤の例だと基本給２２万３

４００円が保障されることになり（甲１２４）、賞与は正社員と同じに支給（特

別手当を含めて年間約４カ月）されるので、当初から期間雇用社員であるもの

よりもはるかに多額となる。その後も多額の厚生年金を受給できる。一方で、

期間雇用社員は、上述したように、本件上限協約により老後の生計維持の途を

絶たれることになる。 

   よって、当初から期間雇用社員であった者のみが、本件上限協約により、６

５歳以降の生計維持の途が絶たれるという不利益を被ることになるのであり、

かかる一部の組合員が殊更に不利益を受けることになる。原判決の上記判断は、
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正規雇用社員であった者と当初から期間雇用社員であった者との明確な差異を

無視するもので、甚だ失当である。 

 

（２）本件上限協約に合理的な必要性が認められないこと 

   本件上限協約に合理的な必要性が認められないことは、上述した本件上限規

則と同様である。 

 

（３）控訴人らが被る不利益が非常に大きいことについて 

   本件上限協約により控訴人らが被る不利益が非常に大きいことは、上述した

本件上限規則と同様である。 

 

（４）本件上限協約締結に至る交渉の経緯について 

  ア 郵政ユニオンは、本件上限協約につき、業務に必要な能力を有する限り、

６５歳以降も期間雇用社員の更新がなされると認識していたこと 

    原判決が認定するように（１２９頁）、郵政ユニオンは、本件上限協約に

つき、各期間雇用社員が業務に必要な能力を有する限り、６５歳以降も雇用

が継続するものと認識していた。郵政ユニオンは、本件上限協約が当初から

の期間雇用社員という一部の組合員に対し殊更に不利益を与えるものである

ことにつき認識しないまま本件上限協約を締結してしまった。 

    郵政ユニオンは、そうした認識であったので、不利益を受ける非常勤職員

である組合員の意思を労働協約締結に当たって反映させる十分な手立て（更

新限度問題についての職場討議や一票投票の手続）はとられなかった。 

  イ 上記の錯誤は、被控訴人の交渉が不誠実であったことが原因で生じたこと 

    原判決が認定するように（１３１頁）、被控訴人の郵政ユニオンに対する

本件上限協約に関する交渉は不誠実であり、上記郵政ユニオンの錯誤はかか

る被控訴人の交渉態度が不誠実だったことが原因となっている。 
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（５）小括 

以上より、本件上限協約は、当初からの期間雇用者である一部ないし特定の

組合員を殊更不利益に取り扱うものであることに加え、合理的な必要性が認め

られないこと、控訴人ら期間雇用社員に対する不利益の程度が非常に大きいこ

と、被控訴人による交渉が不誠実であったために郵政ユニオンが本件上限協約

の内容につき錯誤に陥ったまま締結に至ったことから、本件上限協約の内容に

著しい不合理が認められるといえる。さらに、被控訴人が殊更に本件上限協約

の文言の変更につき郵政ユニオンに対する説明を避けていたことからすれば、

被控訴人には、期間雇用者である一部ないし特定の組合員を殊更不利益に取り

扱う目的があったとも認定できる。 

よって、本件上限協約は、労働組合法２条の趣旨に反し無効となる。 

 

 ７ 争点⑩ 本件上限協約が錯誤無効となること 

（１）組合員は組合の錯誤を主張しうる 

   上述したように、原判決は、郵政ユニオンの本件上限協約の内容に関する認

識につき錯誤があることを認定し、その原因として被控訴人の交渉が不誠実で

あった点を指摘している。もっとも、原判決は「民法９５条の錯誤無効の規定

は、錯誤に陥った表意者を保護する趣旨に出る規定であるから、表意者におい

て、その意思表示に何らの瑕疵を認めず、錯誤を理由として意思表示に無効を

主張する意思がないにも関わらず、第三者において錯誤に基づく意思表示の無

効を主張することは、原則として許されないと解すべき」として（最高裁判所

昭和３８年（オ）第１３４９号昭和４０年９月１０日第二小法廷判決・民集１

９巻６号１５１２頁を引用）、控訴人らによる錯誤無効の主張を排斥している

（原判決１３０頁）。 

   しかし、協約の効力が及ぶ組合員である控訴人らは、上記引用判例にいうと
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ころの「第三者」には該当せず、控訴人らによる錯誤無効の主張を排斥する理

由はない。すなわち、労働組合は、本来、組合員の意思を代表するものであり、

労働組合自体には労働組合員による錯誤無効の主張を許さない固有の利益があ

るわけではない。そして、組合の意思に錯誤があり、組合自身がその錯誤無効

の主張を明示に拒否しているのではない以上、その錯誤を組合員が主張できる

ことは当然であり、原判決の判断は明らかに失当である。 

 

（２）合意解約と錯誤無効の関係 

   原判決は、郵政ユニオンが、平成２４年３月末に合意解約していることから、

郵政ユニオンに錯誤無効を主張する意思がなかった旨判示する。 

   しかし、上記解約は、平成２６年３月（証人山岸の証言によれば、原判決の

「平成２４年」というのは、「平成２６年」の誤りだと思われる。）に、被控

訴人の人事給与制度が変わったことから、被控訴人が郵政ユニオンに対し解約

通知したものであり、合意解約されたものではない（甲共１２５：山岸陳述書）。

また、その後、郵政ユニオンは新たな協約を締結していないが、それは、まさ

に本件上限協約を受け入れることができないためにほかならない。 

 このように、上記解約は、郵政ユニオンが錯誤無効の主張をしない意思である

ことの根拠とはならない。むしろ、郵政ユニオンは、積極的に本件上限協約の効

力を争うものである（甲共１２５：山岸陳述書） 

 

（３）以上より、本件上限協約は錯誤無効となると言うべきである。 

 

 ８ 争点⑫ 本件上限協約が不利益を受ける組合員の授権不存在により無効と

なること 

（１）特別の授権が必要な場合の基準 

   原判決は、本件協約の締結は、特別の授権を要するような、一般的労働協約
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締結権限の範囲外の事項であるとまではいえない旨判示する（原判決１３３

頁）。 

   この点について、原判決は、個別の組合員に既に生じた具体的な権利を処分

し、あるいは特定組合員の雇用の終了を導く場合には、協約締結に当該組合員

個々人の特別の授権が必要となる旨判示するが（原判決１３３頁）、それに加

え、組合の本質が組合員の利益保護にある（労働組合法第１条、２条の趣旨）

ことから、個別の組合員が被る不利益が極めて大きく、同組合員の個別の権利

保護が必要と解される場合には、当該組合員の個別の授権が必要となると解す

べきである。 

 

（２）本件上限協約を締結する際に、控訴人ら期間雇用社員による「特別の授権」

が必要となること 

  ア 原判決は、旧公社の非常勤職員にとって「もともと当然に６５歳以降の雇

用が権利ないし法的利益として存在していたわけではない」と判示する（１

３３頁）。 

    しかし、不利益変更法理について述べた点にくわえ、上記の労働組合法２

条が規定する労働組合の目的たる「労働条件の維持改善その他経済的地位向

上（これは法的権利に限られない）」の観点からは、事実上の期待が失われ

る不利益についても「特別の授権」によって保護すべきである。 

    そして、控訴人らが旧公社時代に有していた６５歳を超えての就業継続の

期待は、極めて強度なものであったことは上述したとおりである。 

  イ 本件上限協約により控訴人らが被る不利益は非常に大きいことは上述した

とおりである。 

  ウ このように、控訴人らは、６５歳以降の雇用継続に対し極めて強度な期待

を有していること、６５歳以降に雇止めされた場合、生計維持の途を絶たれ

るという非常に大きな不利益を受けることに鑑みれば、控訴人らが有してい
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た６５歳以降も雇用が継続されるという期待が失われることは、組合員の具

体的な権利が失われる場合ないし雇用の終了を導く場合と同様に、個別の組

合員の権利保護のため、特別の授権が必要となると解するべきである。 

 

（３）特別な授権の不存在 

   しかし、本件においては、控訴人らのいずれからもかかる特別な授権はなさ

れていない。 

   よって、本件上限協約は、不利益を受ける組合員の授権不存在により無効と

なる。 

 

 ９ 結語 

   以上のように、本件上限規則及び協約が無効となることは明らかである。 

原判決は、控訴人ら期間雇用社員の被る不利益を過少に評価し、使用者の利

益に偏重した判断をしており、甚だ失当である。 

 

第３ 争点についての判断（２）上限協約・規則が有効であっても雇止めは無効 

 １ 検討の順序 

  原判決は１２６～１２７頁で「本件雇い止めは、叙上の説示のとおり本件上限

規則により有効に基礎づけられるものであるから、本件上限協約が有効なものと

して規範的効力を持てば、本件雇い止めの有効性が重畳的に基礎づけられ、無効

なものであっても、本件上限規則により本件雇い止めの有効性は変わるものでは

ないが、念のため」として、本件上限協約の有効性について検討している。 

  しかし、本件上限協約が有効となれば、労働基準法９２条１項に基づき労働協

約のほうが本件上限規則に優先することになる。 

原判決は、本件上限協約と本件上限規則が同内容であることを前提として、上

記の通り判示したが、労働契約が更新される場合の例外規定については、以下に
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述べる通り、内容が異なる。よって、本件上限協約が仮に有効であるとする場合

には、本件上限協約の適用を先に検討すべきである。以下に詳論する。 

 

 ２ 本件上限協約の錯誤と不誠実交渉から導かれる例外協約の解釈 

 原判決は１２９頁で「例外を認める要件について，『必要な能力等を有すると

雇用主が判断した場合』と『会社が特に必要と認める場合』とでは、前者が『客

観的、合理的に必要な能力等を備えると認められる場合』と読むことが可能であ

り、『等』の部分が不明確なままとなっているのに対し、後者では、考慮要素に

制限は無く、会社による必要性の判断により更新の有無が決まるものと読めるの

でありその差違は意味のないものではなく、６５歳を迎える期間雇用社員にとっ

て重大な処遇の差違をもたらしかねない」と判示した。その上で「郵政ユニオン

には、本件例外協約に係る意思表示をするについて、本件協約の文面という表示

行為と内心の効果意思との間に齟齬があることは否めず、本件例外協約の内容に

ついての錯誤があった」と判示した。 

ところが、原判決は、１３０頁で、郵政ユニオンが「錯誤無効の主張をする意

思はなかった」として「原告らには、無効を主張することを許されるべき理由は

ない」と判示する。 

仮に、原判決の判示の通りとしても、「本件例外協約の内容についての錯誤が

あった」以上、後述する、本件上限協約部分についての交渉態度が不誠実である

ことと併せ考えると、契約の合理的解釈として、「会社が特に必要と認める場合」

の意味内容は、「客観的、合理的に必要な能力等を備えると認められる場合」と

解釈すべきである。 

すなわち、原判決は１３１頁で、日本郵政は「本件上限協約について、上記提

示された文面(註：甲共３８)と本件例外協約に関し意味が異なるものとなってい

ることについて説明をしなかった」が「上記説明を行う旨の約束が存在したこと

は明らかである」として、「日本郵政の労働協約締結に向けた交渉態度は、・・
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・不誠実の誹りを免れない」と判示した。 

また原判決は、１３２頁で「例外部分に関する説明要求への対応については・

・・日本郵政は、回答することなく、かえって上記認定のような不誠実というべ

き交渉を進めたのであり、このような日本郵政の対応も不誠実な交渉というべき

である。」と判示した。 

しかし、原判決は「本件上限協約を無効としなければ著しく正義・公平に反す

るといえるだけの信義則違反・不誠実交渉はないというべきである。」と判示し

た。 

だからといって、郵政ユニオンは、この不誠実交渉の結果、本件例外協約につ

いて錯誤に陥っているのだから、不誠実交渉をなした日本郵政がなんらその責任

を負わないというのは公平に反する。この公平の観点からすれば、前述の通り、

郵政ユニオンが錯誤によって認識していた範囲内でしか意思の合致がないのだ

から、例外協約はその範囲で成立したものとするのが契約の合理的解釈であり、

「会社が特に必要と認める場合」の意味内容は、「客観的、合理的に必要な能力

等を備えると認められる場合」と解釈すべきである。 

 

 ３ 本件例外協約の適用 

そして、本件雇い止め当時、控訴人らが「客観的、合理的に必要な能力等を備

えると認められる場合」に当たるか否かについては、原判決は１０５頁で、「証

拠によれば、原告らにおいて、各々、自分たちの業務において創意工夫を凝らし、

業務の円滑化に貢献したとの主張をするように、その熟達した執務成果や創意工

夫による被告に対する貢献があったことを十分にうかがい知ることができるも

のであり、何よりも原告らに老齢による能力低下や健康上の問題が証拠上窺われ

ない」、１０６頁で「原告らの被告社員としての教示と責任感、人生を経て培っ

てきた能力・資質の高さは、原告らの供述によって、十分に認められるものであ

る」と判示した。 
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また、１０８頁で、平成２３年２月のスキル認定について、原告丹羽、同深尾、

同向山は「Ａ有り」、原告大倉は「Ｂ有り」（三鷹支店内務においては最高評価

であった。Ｅ４の３）、原告辻は「Ａ無し」、原告石澤は、自損事故のために「Ａ」

に達していないとされているに過ぎないと判示した（なお、控訴人石澤は、この

スキル評価について争ったスキル裁判で、Ａ有りの内容で被告と和解した（甲Ｉ

６）。 

加えて、原判決は１０９頁で「また、原告らの健康状態に問題があるという事

情は証拠からは窺うことが出来ず、かえって、上記の勤務状況、一部原告らの本

件雇い止め後の再就職状況や私的活動の状況に鑑みると、本件雇い止め時点にお

いて、さらにそれまでと同等の意欲・能力・実績をもって就業を続けることので

きる健康状況にあったと認めることができる。」と判示した。 

以上からすれば、控訴人らが「客観的、合理的に必要な能力等を備えると認め

られる場合」に当たることは、優に認められる。 

ただし、争点⑬（原告向山、同濱及び同根元について、同原告らの組合加入時

期から本件協約が適用されないか）に関して、控訴人向山、同濱については「本

件雇い止めについては本件上限協約が適用されないことになる」としており、本

件例外協約の適用もない。 

よって、控訴人向山、同濱を除く控訴人らについては、本件雇い止めは、本件

例外協約違反として無効である。 

ただし、控訴人向山、同濱については、なお本件上限規則の適用について、検

討する必要があり、以下に、他の控訴人についても併せて論じることとする。 

     

第４ 解雇権濫用法理の類推適用  

 １ 争点① 本件雇用契約が期間の定めのない雇用契約と実質的に異ならない 

（１）原判決の誤った判示 

   この点について、原判決は、１０３頁で「期間満了予告通知書によって通知
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された雇用条件を前提に契約の更新を希望する場合、当該期間雇用社員の被告

に対する申出を必ずしも必要としていない運用がされていたのであり、控訴人

らを含めた期間雇用社員も、期間雇用社員全体が多数回の雇用契約の更新をさ

れていることを認識していた上、控訴人ら期間雇用社員各自の業務内容も各更

新の前後において継続されていたのであるから、被告における期間雇用社員の

契約更新手続が形骸化し、実質的に期間の定めのない雇用契約と同視し得る状

態になっていたものと認めるのが相当である。」と判示したことは重要である。 

さらに、前述した通り、原判決は１０８頁以下で、控訴人らのスキル認定に

加え、「上記の勤務状況、一部原告らの本件雇い止め後の再就職状況や私的活

動の状況に鑑みると、本件雇い止め時点において、さらにそれまでと同等の意

欲・能力・実績をもって就業を続けることのできる健康状況にあったと認める

ことができる。」と判示し、「被告が、本件雇用契約について、所定の雇用期

間が満了したことを理由として、本件雇止めを行うことは、合理的理由及び社

会的相当性がなく、したがって、本件雇い止めは、解雇権濫用法理の類推適用

により違法無効と評価されることになる。」と判示した点も重要である。 

ところが、原判決は、解雇権濫用法理の類推適用については、このように飽

くまで「所定の雇用期間が満了したことを理由」とする場合についてのみであ

り、結局、本件上限規則を適用すれば、「本件雇止めは、本件上限規則により

根拠づけられた適法なものである以上、これをもって本件雇用契約はいずれも

終了した」と判示した（１３４頁）。 

しかし、この判示は、解雇権濫用法理の理解を誤ったものである。 

 

（２）本件例外規則への権利濫用法理の適用 

すなわち、解雇権濫用法理は、基本原則である権利濫用法理（民法１条３項）

を解雇権行使の場面に適用したものである。 

この点に関して、国情研事件・東京地判平成１８年３月２４日労判９１５号７



- 48 - 

６頁は、以下の通り判示して非常勤公務員の地位の継続を認めた。「権利濫用な

いし権限濫用の禁止に関する法理は、解雇に限らず一般的に妥当する法理であっ

て、『権利の行使及び義務の履行は、信義に従い誠実に行わなければならない。』

という信義則の法理と共に、公法上の法律関係においても適用の余地のある普遍

的法原理であるというべきであって、これは裁判例も認めるところである。」「そ

して、任期付きで任用された公務員の任用関係が、被告所論のように公法的規律

に服する公法上の法律関係であるとしても、この場合に、これらの法理の適用の

可能性を全く否定するのは相当ではない。これを解雇権濫用法理の類推と呼ぶか

どうかは別として、特段の事情が認められる場合には、権利濫用・権限濫用の禁

止に関する法理ないし信義則の法理が妥当することがあり得ると考えるのが相

当である。」。 

そして、およそ裁量権の行使に対しては、その濫用を規制する法理として権

利濫用法理の適用がある、というのが「権利の濫用は、これを許さない」とい

う民法１条３項の趣旨である。とりわけ、解雇は、生存権（憲法２５条）の保

障であるとともに労働者の自己実現である勤労の権利（憲法２７条）を侵害す

る行為であるから、その裁量権の行使は厳格に羈束されなければならない。 

そして、本件上限規則にも、「会社の都合による特別な場合のほかは」とい

う例外規則が存在するが、「会社の都合による特別な場合」は一義的に明確で

はないから、その該当性判断は被告の裁量権の行使である。よって、その例外

規則を控訴人らに適用しなかったことが権利の濫用ではないか、をなおも判断

する必要があるのである。ところが、原判決は、上記の通り解雇権濫用法理の

理解を誤った結果、この例外規則の適用についての権利濫用の判断を脱漏した

のである。 

この例外規則について、被控訴人は「当該期間雇用社員が業務遂行能力を確

実に備えており、かつ、当該期間雇用社員の後補充を行う必要があるが、その

後補充が困難であると会社（所属長）が認める場合」を意味すると主張した。
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「会社（所属長）が認める場合」との点には、主観的・主位的な判断の余地が

あるが、被控訴人自身、具体的は「後任者の募集を行っても相応の者の応募が

ない場合又は応募が見込めない場合」又は「期間雇用社員の業務遂行能力が非

常に優れており、応募者と同程度の業務遂行能力を備えている後任者の後補充

ができない場合又は後補充が見込めない場合」であるとしている旨原判決は認

定している（９９頁）。 

この例外規則の適用に関して裁量権の濫用がないかどうかの判断に当たっ

ては、控訴人らの生存権と勤労の権利、および「被告における期間雇用社員の

契約更新手続が形骸化し、実質的に期間の定めのない雇用契約と同視し得る状

態になっていた」こと、原告らが「それまでと同等の意欲・能力・実績をもっ

て就業を続けることのできる健康状況にあった」ことを踏まえて厳格かつ実質

的に検討すべきである。 

 

 ２ 争点③ 本件雇止めが解雇権濫用法理の類推適用により権利濫用となる 

（１）権利濫用の該当性判断＝後補充ができていなかったこと 

 ア 関東支社における後補充の根拠とされた永井陳述書は信用できない 

この点に関して、控訴人らが「業務遂行能力を確実に備えて」いたことは前

述の通りである。 

「後任者の募集を行っても相応の者の応募がない場合又は応募が見込めな

い場合」については、原判決は、１０２頁で、控訴人丹羽、同深尾、同向山、

同辻、同斉藤が所属していた佐野支店、千葉支店、花見川支店及び佐倉支店な

ど、関東支社の支店については、本件雇い止め（第１回）後に補充が必要とな

る人員については、少なくともいったんは確保ができていた、と判示する。さ

らに、原判決は「被告において、後補充の必要があると認めた支店でも、その

後後補充が済んでおり（乙共１５）」と判示した（１０７）。 

つまり、原判決の判示は、被告関東支社長室人事部課長永井秀の陳述書（乙
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共１５）に基づくものである。しかし、乙共１５は、尋問を経た陳述書ではな

いので著しく信用性は低いのであって、これを後補充が済んだことの根拠とす

るのは採証法則違反である。 

さらに原判決は「仮に後補充が済んでいないとしても、その業務の内容から

して、人員を適宜募集することもできる」と判示した（１０７頁）。 

しかし、控訴人らの所属していた支店では、人員を募集しても定着せず、人

員不足が解消されていないのである。そもそも、郵政は通信という枢要な情報

伝達を行う公共事業であり、人員が不足しているから郵便が届かない、という

ことは本来あってはならないことである。人数の多寡は決定的であり、「人数

の多寡をもって後補充の必要性を論じるのは適切ではない」との原判決の判示

は失当極まりない。 

 イ 原判決も否定できない控訴人大倉、同根元、同濱、同石澤についての不補充 

上記の通り、控訴人大倉、同根元、同濱、同石澤が所属していた三鷹支店、

高輪支店、尼崎支店、豊中支店については、後補充ができたとの認定がされて

いないことは重要である。他方で、控訴人らは、これらの支店について、以下

の通り、後補充ができていないことを主張立証した。 

 ① 控訴人大倉 

 控訴人大倉が所属していた三鷹支店では１７名、郵便課だけで１０名も雇止

めされたのであるから（小熊５頁）、後補充の必要性が生じなかったとは考え

難い。前述の通り、郵便課長も控訴人大倉に対して「この９月末で、該当者が

１０名、来年３月で３名でるんだよ、新規はないんだ（から業務が大変にな

る）」と述べており、控訴人大倉の雇止めにより業務の支障が想定されてい

たことが認められる。 

 ２０１１年１０月１１日当時の郵便事業会社東京支社の各支店のアルバイ

ト情報について、郵政ユニオンが集約したところ（甲共５８）、殆どの支店で

長期のアルバイトを募集しており、三鷹支店に近い杉並支店では、「郵便物の
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仕分け」（早朝）３名、同（深夜）４名、「郵便物の配達」（バイク）３名の

募集をしていた（甲共５８）。控訴人大倉についても、支店間配転による雇用

継続が可能であったと言える。 

 ② 控訴人根元 

 高輪支店でも「郵便物の配達」３名、「郵便物及びゆうパックの仕分け」１

名、「コールセンター（電話対応）」３名の募集をしていた（甲共５８）。よ

って、上記人員については、後補充が必要であったにもかかわらずできていな

かったことは明らかである。 

 高輪支店では、控訴人根元がいた職場の求人募集が長期にわたってインター

ネットに掲示されたほか（甲Ｄ９）、控訴人根元が２０１１（平成２３）１１

月２０日から年末のゆうパックの区分のアルバイトとして採用されたときも、

ゆうパックの区分ではなく、９月末日までメインで行っていた定形外郵便物の

区分の仕事をしていた。上席の管理者が手伝っている場面を直接目撃したり、

かっての同僚も残業が増えているという話も聞かされている（根元８～９頁）。

控訴人根元が「雇止め」されてから２か月も経っているのに、後補充が全然で

きなかったことを物語っている。 

 また、この控訴人根元がアルバイトとして採用された、という事実自体が、

後補充の必要性が高く、控訴人根元がそれに相応しかったことを示す事実であ

る。 

 ③ 控訴人濱 

  乙Ｇ５によれば、２０１２年６月１９日時点において、控訴人濱の所属して

いた尼崎支店の補充必要数が「３」となっており、最初の期間雇用者６５歳雇

止めがあってから８ヶ月以上経過した後、いまだ３人の後補充が足りていない

ことがわかる。 

  また、控訴人濱が雇止めになった後、郵便課の人員は不足し、超勤や残業が

増え、郵便物の滞留も生じるようになった。郵便課では、新たに３名が採用さ
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れたが、すぐに２名が辞め、その後また３、４名が採用されたが、その者達も

すぐに辞めていったため、後補充が困難な状況であった（濱１４頁～１５頁）

また、２０１２年の年末始繁忙時には、短期期間社員として雇用した者から

４名を長期期間社員に採用した。それらのことは、控訴人濱が元同僚から聞い

たものであり正確である（濱１５頁）。 

  特に、控訴人濱が従事していた区分機１台を担当して行う配達道順組立作業

全体は長年の経験が必要であり、募集が極めて困難であった（甲Ｇ１５の１な

いし４）。 

 ④ 控訴人石澤 

  乙Ｇ５によれば、２０１２年６月１９日時点において、豊中支店の補充必要

数が「８」となっており、最初の期間雇用者６５歳雇止めがあってから８ヶ月

以上経過した後、いまだ８人も後補充が足りていないことがわかる。 

  また、２０１２年１月２０日に郵政労働者ユニオン大阪北支部が豊中南支店

に出した要求書（甲Ｉ８）の２頁６項によれば、豊中支店ではゆうパックの新

業者エリアでの滞留が１０パレット以上になり、地下駐車場に放置された事実

が認められる。甲Ｉ８に対する豊中南支店の回答文書（甲Ｉ９）によれば、上

記事態に対し、「評価、反省、検証を踏まえて、夏期繁忙に向けて業務運行に

努めていく。」と回答している。結局、上記滞留は、豊中支店が外部の業者に

委託することによって解消された（中井３４頁）。 

  豊中支店においてここまでひどい滞留が起きたのは初めてであり（石澤１９

頁、中井３４頁）、期間雇用者６５歳雇止更新限度が実施された数ヵ月後にか

かる事態が生じたことからすれば、同制度の実施により人員不足が深刻化した

ことが明らかである（石澤２０頁～２１頁）。 

  控訴人石澤が雇い止めとされた２０１２年３月末以降、もともと石澤の行っ

ていた業務は、新人ではできないため、３班のベテランが担当し、その代わり

３班に新人を補充したうえ、郵便配達担当に応援をしてもらうのが、日常的と
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なっていた（石澤１８頁）。そのため、郵便配達担当にしわ寄せが行っていた。 

よって、控訴人大倉、同根元、同濱、同石澤について、後補充ができておら

ず、同人らの雇い止めは例外規則の判断を誤ったものであって裁量権の逸脱・

濫用として無効であることは明らかである。 

 ウ 控訴人丹羽、同深尾、同齋藤、同向山、同辻についての不補充 

さらに、原判決が、後補充ができているとする控訴人丹羽、同深尾、同齋藤、

同向山、同辻の所属していた各支店について、以下に論じる。 

 ①  控訴人丹羽について 

ａ 佐野支店の「運送グループ」には、控訴人丹羽たちの解雇前から、解雇後を

見越して、新人が配属されてきたが、まず配属されたのは、６２歳の男性二人

であった。そのうち、一人は、１日来て二日目には出社せず、そのまま退職し

た。他の一人は、１週間後に足を骨折して数ヶ月休んだ。また、すぐに「辞め

たい」と申し出たが、支店から「１か月はいてほしい」と頼まれ、１ヶ月後に

辞めた者もいた（丹羽１６頁）。控訴人丹羽たちの退職後も「運送グループ」

では退職者が出ている。 

このように、控訴人丹羽たちの解雇に際し新規に雇用された者も、複数が短

期間で辞めたり病休をとっており、平井の証言した「問題なく後補充できまし

た」（平井１３頁）という状態にはほど遠いのが実態だった。仮に応募者が複

数あったとしても、そのことと応募者が定着したということは、別な話である。 

その後も、佐野支店は、丹羽の担当業務につき、ハローワークや募集はがき

のポストインによって、頻繁に募集をしている。（甲Ａ１７の１、甲Ａ１７の

２、甲共１５、甲Ａ１８、１９、３５の４、３７、４７の２、甲Ａ６０） 

ｂ また、６５歳解雇後、佐野支店は、控訴人丹羽の業種（運送グループ。運送

・配達・集荷、記載の３つのシフト制で運送グループの募集とわかる）をハロ

ーワークで募集していた（甲共１５）。控訴人丹羽は、解雇後、この求人票を

ハローワークで見つけたが（原告丹羽１７頁）、その受付日は平成２３年９月
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２日だから、佐野支店では、同年９月２日から、解雇を挟んで少なくとも１０

月はじめまでの間、丹羽の業務につき、後補充がなされていなかったことにな

る。辞めた職員がいたので募集が必要だったことは証人平井も認めた（１４頁）。 

なお、控訴人丹羽が雇止めになった際、同時に雇い止めになった複数の元同

僚に、車持ち込みでの受託配達を行わないかとの打診があった。そのこともま

た、小包配達業務について、控訴人丹羽たちの後補充ができていなかったこと

を示している。 

ｃ 控訴人丹羽の担当していた運送・集配業務は、通常非正規社員のみの６人で

行う業務である。 

２０１１年９月までは、その６人のうち３人が経験７年半、残る一人も５年

程度であり、５人が全コースに習熟していた。そのうち４人が２０１１年９月

に雇止めされたが、残る二人のうち一人は、前任者の退職のため、雇止めの少

し前からこの業務に就いた者であり、控訴人丹羽雇止め時にも、まだ、全コー

スの業務ができていなかった。よって、全コースに通暁している者は、雇止め

時点で１人のみであり、この状況で業務が９月までのように遂行されたはずが

ない。 

課長や課長代理も、この業務の詳細を把握していなかったため、控訴人丹羽

たちの解雇の後、一人残った全コースができる期間雇用社員に多大な負担がか

かり、教える作業に時間を取られた。また、その期間雇用社員には、勤務日以

外にも、携帯電話に業務についての問い合わせが入り、休日にもかかわらず、

支店に行って業務を教えたり、連絡によって夜１０時頃、新人のミスのために

支店に行くことなどが重なり（丹羽１６頁）、また２週間休み無しの勤務など

が発生した。そのため、この元同僚は、業務の資料を作って、新人に配布した

りしていた。控訴人丹羽はそのことを残った期間雇用社員本人から聞いた（丹

羽１６頁）。 

ｄ 控訴人丹羽たちの仕事は、１年３６５日、必ず誰かが行わなくてはならない
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業務であり、４人が解雇されれば、必ず４人の補充が必要である。しかし、控

訴人丹羽たちの雇止めにより新規に雇用された者も、複数が短期間で辞めてお

り、新規雇用者による追突事故なども起きている。被告の言う「経験のない後

任者が問題なく業務を遂行している」状態には、ほど遠い実態である。 

 被告は、６５歳雇止めの理由の一つとして、社員の「新陳代謝」を挙げるが、

６人定員の業務で、業務に習熟している者が１人しか残らないという実態は、

「新陳代謝」の域を大きく逸脱し、業務レベルの維持も不可能な状況であり、

雇止めの不合理性を証明するものである。 

 ② 控訴人深尾について 

ａ 千葉支店外に東日本コールセンターが発足したのは２０１３年３月であるか

ら（角田１５頁）、２０１１年９月から１年半は、東日本コールセンターの発

足を理由として後補充の必要性がないと言うことはできない。 

 また、東日本コールセンター発足の結果、千葉支店内ではコールセンターと

いう呼称の部署が組織変更により郵便企画部の一部の電話班になったものであ

り、３階の業務企画室内で電話の受付業務は今も連綿として行われている（甲

Ｂ２４）。 

 外部の東日本コールセンターが処理するのは、定型的な再配達の受付のみで

ある。郵便物の配達に関する顧客からの電話は、配達員や個別の郵便物と関係

するものが少なからずあり、現場を離れた新たなコールセンターでは対応しき

れていない。クレ－ムをはじめ再配達郵便物の一つである「本人限定受け取り

郵便物」に関する受付など、千葉支店内での電話班による電話受付業務が依然

として必要なのである（深尾７頁）。このことを知らないという角田の証言は

およそ信用できない（深尾８頁）。 

ｂ 控訴人深尾が雇止めされた２０１１年９月には、コールセンターでは大久保

が同時に雇止めされている。彼女は勤続２０年余のベテランであり、上司が職

場にいないコールセンターにあっては、控訴人深尾とともに指導者の役割を担
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っていた。 

 もともと職場は人員不足だった上に（深尾１３頁）、この仕事を教える立場

の２名が同時にいなくなったことにより その後、職場には次のような混乱が

生じ 現在もなおそれが尾を引いている。 

 すなわち、組織が有機的に機能しておらずかつまた各課を束ねる管理職がい

ない千葉支店では、各課が電話班に雑多な仕事を押し付けているのが現状であ

る。控訴人深尾の在職時には、他の課の担当者と交渉し腐心をしてきたが、控

訴人深尾の雇止めによりこの交渉がなくなり、非正規社員のみで構成されてい

る電話班に、他の課の正社員からの圧力により、本来的には他の課の担当職務

を、理不尽にも電話班が処理することを余儀なくされている。 

ｃ 控訴人深尾の雇い止め直前の２０１１年８月には、合計７台の受話器を１１

名（甲Ｂ９）、それ以前は１２名ないし１３名で対応していた。 

  控訴人深尾が雇止めされた後、３名の職員が電話受付業務に新たに配属され、

２０１３年の時点で、新たに配属された２名（１名は自己都合で退職）と鈴木、

松井および志方の５名で６台（電話班専用４台と隣席の２台）の電話を担当し

ている。しかも、集配課にかかってくる電話は、自動的に電話班が受けるよう

に設定されている。これは、控訴人深尾の雇い止め前とくらべて人員不足が明

らかであることを示す。 

 鈴木、松井と志方は勤続５年を超えるベテランだが、５名では、週休２日で

あり休暇や病欠などが発生することを考慮すれば明白なとおり、６台の電話を

たった一人で担当することもままある。しかもその１名が食事時間や休憩時間

に入れば担当者不在になる。そのことからも「足りている」としている被控訴

人の主張には無理がある。現に一人のときなどは他の業務のスタッフが応援し

ている。 

それでも対応に困難を極めている。そうしたもとで、被控訴人は、２０１３

年８月に電話班について１名を新たに採用している。６５歳雇い止めが人員不
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足をもたらしたことは明らかである（甲Ｂ２４）。 

これらの状況については、控訴人深尾は志方から直接聞いたので確実である

（深尾１９頁）。 

ｄ コールセンターの電話には、日本語を話すことができない外国人から電話が

入るが、控訴人深尾は英語ができたため、在職時これらを一手に引き受け、また

外国人が店頭に来た際には内線で呼び出されて対応していた事実がある。 

 たとえば、日本人が外国から英語の文章をもらった場合「何が書いてあるか、

教えてください。」と質問されたりするなどである。 

 現場責任者たる当時の担当課長などは 英語で電話を受けた時など突然電話

を切っていたのが支店の顧客対応の現実であった。 

 この事実は、控訴人深尾が電話班において後補充ができない人物であったこと

を示すものである。 

 ③ 控訴人齋藤について 

ａ 被告千葉支店では、９月３０日で６３名が解雇され（乙共１４）、控訴人齋

藤の所属する第一郵便課では１８名が解雇された。内訳は深夜勤３名、循環（日

勤・中勤・夜勤を行う勤務）１５名であった。循環勤務では全体の２割近くが

解雇され、特に中勤（１３時～１７時）、夜勤（１７時～２１時）の要員減は

業務に多大な影響があった。 

千葉支店は地域区分局で、普通通常郵便物を扱う第一郵便課は夕方から夜間

に業務が集中していた。循環勤務の減員は２１時以降の深夜帯に影響があり、

取集処理（市内の特定局とポストに投函された郵便物の処理）のため、夜勤帯

期間社員の超勤（時間外労働）や、深夜帯期間雇用社員の勤務時間前超勤など

で対応せざるを得ない状況があった。また、夜勤帯の業務の影響は深夜帯に引

き続き、深夜明けの超勤対応も増えた。深夜勤３名はその後補充されたが、循

環勤務は後補充がなく、業務への影響は大きなものがあった。結果、第一郵便

課の業務運行は期間雇用社員の超勤に頼る業務運行となっている（甲共７６：
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山岸親陳述書１５頁、山岸２３頁）。それでも、夜間帯で処理すべき郵便物を

処理できずに昼間帯に持ち越され、郵便物の配達が一日遅れとなることが発生

している。 

ｂ 乙共１４によれば、平成２３年１２月１２日時点において、千葉支店の後補

充必要数が３８であるのに対し、確保数が「２９」となっており、控訴人齋藤

ら期間雇用者６５歳雇止め後、約２ヶ月半が経過し年末の繁忙期に突入しよう

としているにも関わらず後補充が不十分であることがわかる。 

 ｃ また、平成２６年６月に放送された「クローズアップ現代」において、千葉

中央郵便局において、１００人以上の人手が足りていないとの報道がされた

（甲共９０の１）。控訴人齋藤ら期間雇用者６５歳雇止めの前はお中元の時期

でも５０人ぐらいの短期アルバイトの補充で足りていた（角田３７頁）ことか

らすれば、同雇止め後、繁忙期以外でも人手が不足するようになったことは明

らかである。 

 ④ 控訴人向山について 

控訴人向山が所属していた花見川支店集荷処理センターには、２０１１年９

月１日付で１名入り、３名体制が出来上がってしまった。車で云えば車両入れ

替え、高齢者追い出し以外の何ものでもない。しかしながら、８月に入社した

１人に対する正社員の指導はほったらかしに等しいものであった。そのため、

控訴人向山が計量機による測定は教えたが（向山１３頁）、同人は職場環境に

不満があり、１ヶ月ほど後９月末で辞めてしまった。その後、郵便担当だった

短時間社員３名が交互に応援したが、集荷処理センターの運営に知識がなく，

仕向地の間違い、チルドを普通小包で送る、航空便の扱いなど大混乱が起きた。

そのことを、控訴人向山は、集配営業課の藤代からの情報として聞いた（向山

１４頁）。 

また、上記の短時間雇用社員がいた部署は、人手不足になって人員募集を行

ったことは、古川業務企画室長も認めた（古川２８頁）。 
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結局、控訴人向山といっしょに雇止めになった郵政省ＯＢを、お歳暮用とし

て復職させたが、延長して、年が明けて２月はじめまで働いていた。なぜ、控

訴人向山ではなく彼を復職させたのかは不明である。 

こうした事態が起きていることは、いかに経験が必要であるかということの

現れである。郵便課の既雇用者で対応できた、との古川証言は、こうした現実

を無視するものである（古川１０頁）。古川は追及されて、郵便課長が把握を

していた、と逃げており、この点でも信用できない（古川２３頁）。 

 ⑤ 控訴人辻について 

控訴人辻が所属していた佐倉支店について、証人江幡は、チラシ等の募集に

より後補充ができた旨供述するが（江幡１０頁）、控訴人辻らが６５歳を唯一

の理由で「雇止め」された後、佐倉郵便局は完全に人手不足に陥り、特に、控

訴人辻の所属していた第二集配課は、３６協定を超える超過勤務がなされるな

ど、非常に厳しい状況にあった。そのため、２０１２年１１月１２日、同年１

２月３１日、２０１３年２月１４日の３度に亘り、郵政ユニオン佐倉支部が増

員要求を行っている（甲Ｆ６～９）。 

この点、証人江幡は、「人が足りないということもありましたが」（江幡２

７頁）と殊更人手不足でないような印象を与えようとしている。しかし、ユニ

オンの要求事項の多くは人手不足に起因している事象であり、タウンメールを

「廃棄した」船橋郵便局ほどではないにせよ、滞貨が残るなど佐倉郵便局でも

相当人手不足で深刻な状態であったことが窺われる（甲Ｆ１１）。 

そして、控訴人辻の主たる業務は小包の配送であるが、単にハローワークに

求人募集を出すというありきたりの方法ばかりでなく、控訴人辻を含めた多く

の住民に長期契約社員募集の葉書（甲Ｆ１３）を配布していることからすれば、

到底後補充ができているとはいいがたい。 

 

（２）権限の逸脱＝不当労働行為 
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      原判決は、不当労働行為としての本件雇止め、という控訴人らの主張に対し

て、「仮に、被告が原告らの組合活動を所属長を通じて知ったとしても、本件

雇い止めは全国で一律に行われた雇い止めの一環に過ぎないから、これをもっ

て不当労働行為と言うことはできない」と判示した（１０９頁）。 

しかし、本件例外規則が適用されている以上、本件雇止めが全国で一律に行

われた、というのは正確ではない。 

上記の通り、控訴人らに対しては例外規則を適用すべきであった以上、とく

に控訴人丹羽、深尾、辻、大倉、石澤に対して例外規則を適用しなかったこと

については、以下の同人らの組合活動の事実からすれば、不当労働行為意思に

よるものと考える他ない。 

 ① 控訴人丹羽について 

控訴人丹羽は、佐野支店宛に、郵政ユニオン佐野分会長名で、職場労使委員

会開催申入書（甲Ａ４１）、要求書（甲Ａ４２）を提出するなどした。 

控訴人丹羽は、ＪＰエクスプレス統合に反対する２００９年９月１６日の藤

澤支社での郵政ユニオンのスト集会に参加し発言し、コースの最後に、佐野支

店に行ったが、その際に、佐野支店は警察を呼んだ（丹羽５頁）。 

その後、控訴人丹羽は、毎年の春闘時スト集会に参加する、郵政ユニオン栃

木支部佐野分会の唯一の組合員として佐野分会ニュースを発行するなど（甲Ａ

２３）、組合活動で目立っていた。 

証人平井も、２０１０年に佐野支店の業務企画室長として赴任するに当た

り、控訴人丹羽が郵政ユニオンに入っていることについては引き継ぎを受けた

（平井２０頁）。 

控訴人丹羽の２０１０年の出勤簿には、備考欄に「９／１８争議行為」と前

年の争議行為の記載があったことも、控訴人丹羽の争議参加について佐野支店

として警戒していたことを示している（平井２０頁）。 

さらに、２０１０年８月、佐野支店では、６５歳雇止めの対象者は１１人い
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たにも拘わらず、控訴人丹羽に対してだけ、業務企画室長であった証人平井が

経過措置延長についての説明をし、対話シート（乙Ａ１の３）を作成した（平

井２１頁）。これは、他の控訴人が所属課長から乙共２を渡されているのと比

べて、極めて異例である。控訴人丹羽を争議行為参加者として嫌悪し、特別扱

いしていたことが認められる。 

（ただし、対話シート自体は、２０１１年５月２３日付文書の切り貼りのよ

うであり、８月２６日に、この対話シートの内容通りの説明をしたとは認めら

れない（平井２３頁）。） 

被告佐野支店が控訴人丹羽を嫌悪していたことは、佐野支店が、２０１１年

９月１３日の佐野支店前宣伝行動や同月１６日のストライキに対しても警察

を呼ぶという行為に及んでいることからも明らかである（丹羽６頁、甲Ａ３１

「９.１６郵政ユニオンストライキのご報告」）。ストや情宣活動の度に警察を

呼ぶ支店は、郵政ユニオン組合員がいる支店でも、佐野支店以外にはない。 

他方、控訴人丹羽のスキル評価はＡ有りという最高ランクであった。 

ともに６５歳定年制を理由に解雇され、勤務評価も同じ「Ａ有り」だった同じ

支店の同職種の３名のうち、丹羽以外の二名には車持ち込みの委託小包配達の

誘いがあったが、丹羽にはなかった（丹羽１６頁）。これには、組合差別・組

合嫌悪以外の理由は考えられない。 

 ② 控訴人深尾について 

   控訴人深尾は、２００７年１０月２３日以降は、郵政ユニオンの組合員であ

った。しかし、地本執行委員は経験していない（深尾１６頁）。２０１１年５

月に関東支社との交渉に参加した際に関東地本交渉委員とされたことはある。 

控訴人深尾は、２００８年４月３日、郵政ユニオンの最初のストライキに全

国でただ一人、非正規として参加し（甲Ｂ１１）、そのストライキは同日の東

京新聞夕刊にも載った（甲共６３：２１頁）。控訴人深尾は、２００９年９月

１８日にもストライキに参加し（甲Ｂ１４）、その後も毎年の春闘集会に参加
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してきた。集会参加者については、被控訴人管理職は必ずメモをとって確認し

ていたので把握しているはずである。 

さらに、職場の環境や業務の改善（人が足りない、教育訓練ができていない、

お客さんとの情報が入ってこないなどの改善）を求める文書を通算で５０回程

度出していた（深尾１５～１６頁。甲Ｂ１５，１６，１７，２１，２３）。そ

の内容は組合の要求と一致するものであった。そうした同人の態度が被告に嫌

悪されたものと考えられる。被控訴人は、控訴人深尾が出した文書に回答する

どころか、紙を勝手に使ったなどとして控訴人深尾を責めたことからもそれは

窺える（深尾１６頁）。 

２０１１年９月の年休中に控訴人深尾を局舎に入れないという被控訴人の

対応も異常であり、組合嫌悪意思があったと考えざるを得ない（深尾２９頁）。 

控訴人深尾に対する本件雇止めも、こうした組合嫌悪による不当労働行為の

一環であることは明らかである。 

 ③ 控訴人辻について 

 控訴人辻がユニオンに加入したのは２０１１（平成２３）年３月２４日であ

る。その直前に、佐倉郵便局の郵便小包の職場２４名のうち８名だけ１日８時

間から４時間労働にされようとした上に（控訴人辻は対象者）、８名のうち２

名は２か月契約に契約期間を大幅に短縮されることが（控訴人辻は対象者外）、

被告から通知された。そこで、控訴人辻は、ユニオンに加入し、ユニオンから

交渉してもらった結果、事なきを得た。 

 また、控訴人辻は、ユニオンの支援を得て、２０１１年２月のスキル評価に

おいて、Ａ無しからＢ有りへ落とされたことについて、佐倉支店の苦情処理委

員会に対して苦情処理申立をしている。 

 結局、スキル評価は、Ａ無しに戻されたが（甲Ｆ１６）、このような申立を

したことも、被控訴人から嫌悪されたものと考えられる。 

 上記の通り、佐倉支店の業務遂行において必要な職員であった控訴人辻が
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雇止めとされたのは、ユニオンの支援を受けた辻を嫌悪した不当労働行為意

思によるものと考えざるを得ない。 

 ④ 控訴人大倉について 

２００９年１月ころ、三鷹市店の管理者が、控訴人大倉を含む何人かにつ

いて、スキル評価表をわたさず、契約を更新しない、と言ったことがあった。

控訴人大倉は、年齢のせいで契約しないのか、と聞いたが、きちんと答えて

もらえなかった。そこで、郵政ユニオンに相談をして、三鷹支店で同じ郵便

内務で仕事をしていた同僚２名で、同年２月２７日、ユニオンに加入した。 

ユニオンは、控訴人大倉を知らないうちに分会長として届け出た。そして、

ユニオンが交渉したところ、三鷹支店は、前の話はなかったことにする、と

して、控訴人大倉の契約は更新された。 

このように、控訴人大倉は、ユニオン分会長として知られていたのであり、

上記の通り業務に必要であった控訴人大倉の雇止めは、控訴人大倉の組合所

属を嫌悪したためと考える他ない。 

 ⑤ 控訴人石澤について 

控訴人石澤を雇止めにした当時、豊中支店は人員が不足しており、同人を雇

止めにした場合、さらなる人員不足が生じ、業務に支障が生じることは容易に

予測できた。また、控訴人石澤は、職場において中心的な役割を担っており、

不可欠な人材であった。それにも関わらず控訴人石澤を雇止めにしたのは、６

５歳更新限度を形式的に適用したのみではなく、不当労働行為の目的があった

ことは明らかである。 

すなわち、被控訴人においては、基礎評価とスキル評価を連動させて基礎評

価１０項目のうち一つでも「できていない」と評価されるとスキル評価も変更

され賃金ダウンとされるが、控訴人石澤は、このスキル評価による賃金ダウン

をされたため、被告に対して苦情処理申立をしたうえで、スキル裁判の原告と

なり、２０１１年８月に提訴した（甲Ｉ５）。郵政ユニオンの全面的な支援を



- 64 - 

得て同訴訟を進行し、２０１３年２月２１日に被告と和解し、基礎評価とスキ

ル評価の連動を撤回させた（甲Ｉ６）。控訴人石澤がかかる裁判を起こしてい

たのは、被告も甲Ｉ５など、組合掲示板に掲示された分会ニュースなどの掲示

物等により知っていたことは間違いがない。証人中井は、控訴人石澤のスキル

評価の苦情処理委員会にも参加しており、スキル裁判に当たっても、被告代理

人から調査を承けたはずである。それにも関わらず、「明確なものは、存じ上

げません」として証言を逃げており、スキル裁判について知っていたことを隠

そうとしていることがむしろ推認できる（中井３１頁）。 

控訴人石澤が組合の力を借りて被告に訴訟を提起していることにつき、被控

訴人が嫌悪していたことは、被控訴人が多くの不当労働行為事件で断罪されて

いることから明らかである（甲共７４）。不当労働行為意思から本来雇止めす

べきでない控訴人石澤を雇止めにしたものと言わざるを得ない。 

 

 ２ 争点② 原告らの雇用継続の期待に合理性があったこと 

（１）原判決の誤った判示 

   原判決は１０５頁で「本件雇用契約を除く限り、雇用契約が類似更新される

ことにより、雇用継続への期待の合理的理由があったというべきである。」と

判示した。ところが、１０６頁では「本件上限規則および・・・本件上限協約

の存在が、不更新条項の一種として、雇用継続の期待の合理性を減殺させるこ

とになるものと解される。」とする。 

   そして「本件例外規則等の規定文言・体裁に鑑みると、原告ら労働者が上記

のように担当業務について習熟していることをもって『会社が特に必要と認め

る場合』であると期待することが合理的であるとまでいうことはできないので

あり、被告の前記のような雇用更新又は再雇用の限定的な運用をもって、本件

例外規則等の規定に反するものと断ずることはできない」と判示した。 
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（２）実際の説明の内容と存否 

確かに、本件例外規則の文言は「会社の都合による特別な場合」であり本件

例外協約の文言は「会社が特に必要と認める場合」であるが、原告らへの説明

文書「期間雇用社員の皆さんへ」（乙共２）には「会社が認める場合」としか

記載されておらず、内容は限定されていない。 

また、本書面第１で述べた通り、控訴人大倉、同濱、同齋藤、同石澤には、

そもそも本件規則及び本件例外規則について、雇い止めの前の更新より前には

説明がなされていない。 

労働者の雇用継続への期待について判断する以上、実際に説明されたか否

か、および説明された文言から、その期待の合理性を判断すべきである。 

そして、「会社が認める場合」との記載からすれば、熟練した労働者として

の自負をもつ控訴人丹羽、同深尾、同向山、同辻、同根元が、自分たちがそれ

に該当しうると期待することは当然である。 

また、説明を受けていない控訴人大倉、同濱、同齋藤、同石澤については、

最後の労働契約以前と同様に、雇用継続への合理的期待が認められるのであ

る。 

 

（３）参考とすべき立教女学院事件判決 

この点に関して、参考とすべきが東京地裁平成２０年１２月１５日立教女学

院事件判決である。同事件判決は以下の通り、実際の説明から合理的期待を認

めている。 

「原告は、被告との嘱託雇用契約の 2 回目の更新に先立つ平成 18 年 4 月 19

日、嘱託職員に対する嘱託説明会において、佐久間事務局長から、嘱託雇用に

ついて『1 年契約で最大 3 年とし、更新の必要のない場合には 3 年で雇用終了

とします。』という説明を受けている。しかしながら、佐久間事務局長は、そ

の際、続けて、『但し、学院が継続雇用を希望する場合には、3 年間で雇用終
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了としないで 4 年目以降も更新することもあります。』との説明をもしており、

しかも、嘱託職員に対し、書面を交付したり、補足説明をすることもないまま、

予め用意したペーパーを淡々と読み上げたにすぎない。かかる説明を受けた原

告において、当該説明における取扱いと自らの嘱託雇用契約に係る従前の更新

条項による取扱いとの相違点を的確に理解することは著しく困難であると考

えられ、このことは、同説明会において 3 年で嘱託雇用が終了するということ

について嘱託職員から質問がなかったことに現れている。・・・ 

したがって、原告が既に有していた本件雇用契約の更新に対する合理的な期

待利益が上記説明を受けたこと等により消滅等したということはでき」ない。 

 

（４）第二次雇止めについて 

  この点について、原判決は「原告濱及び同石澤については、第一次雇止めが

実行されていることも、期待の合理性を減殺する事情となる。」と判示した（１

０６頁）。しかし、実態は逆である。 

  控訴人濱の所属していた尼崎支店では、１０月の雇い止めの結果、人手不足

になっていたので（濱２８、２９頁）、次の雇止めはないだろうと控訴人濱は

判断していたのである（濱２４，２９頁）。 

  加えて、２０１２年１月末日、控訴人濱は尼崎支店から自己評価を行うよう

指示され自己評価シートを提出している。自己評価シートは、次の雇用の際の

時給を決めるために提出するものであるから（濱１１頁、近藤１６頁）、同シ

ートの提出を指示されたことにより、控訴人濱は６５歳を超えて雇用が継続さ

れることを確信した（濱１１、２７頁）。 

   また、控訴人石澤が所属していた豊中支店では、２０１２年１月２０日に郵

政労働者ユニオン大阪北支部が豊中南支店に出した要求書（甲 I８）の２頁６

項記載の通り、人員不足のため、ゆうパックの新業者エリアでの滞留が１０パ

レット以上になり、地下駐車場に放置されていた。このような状況下であった
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ため、自分は契約が更新されると控訴人石澤が期待したことは当然である。 

  期待の合理性判断に当たっては、こうした具体的事情が考慮されるべきであ

る。 

 

（５）代替性は期待の合理性欠如の根拠とはならない  

また、本件の原判決は、「原告らを含む期間雇用社員の業務は、その業務類

型として、いずれも代替性があって後任担当者の指導育成が可能なものであ

り、個々人により手順の巧拙や慣れ・不慣れというものはあり得、また、習熟

していればそれに越したことはないが、必ずしも長年の熟練を要するというも

のでもない」と判示して期待の合理性欠如の根拠とした（１０６頁）。 

しかし「代替性があって後任担当者の指導育成が可能な」業務類型というの

は、一部のプロスポーツ選手や芸術家などを除いて殆ど全ての職種がそうであ

って期間雇用社員の業務に限られない。原判決の判示は「「当該期間雇用社員

が業務遂行能力を確実に備えて」いれば良いとする被控訴人の内部基準すら上

回る高いハードルを課すものであって誤りである。 

原判決も認定する通り、原告らには「熟達した執務成果や創意工夫による被

告に対する貢献があった」（１０５頁）のだから「業務遂行能力を確実に備え

て」いたのであり、前述した後補充の状況に鑑みると、雇用継続への期待の合

理性が認められるべきである。 

 

（６）まとめ 

以上によれば、控訴人らについて雇用継続に対する合理的期待があったもの

というべきである。 

よって、解雇権濫用法理が類推適用されるが、その場合、原判決が１０９頁

で判示する通り「本件雇止めを行うことは、合理的理由及び社会的相当性がな

く、したがって、本件雇止めは、解雇権濫用法理の類推適用により違法無効と
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評価されることになる」のである。 

 

第４ 争点についての判断（３）損害賠償請求 

  １ 控訴人らに対する雇い止めの際の非礼・排除に対する慰謝料 

（１）労働契約の付随義務違反 

      前述のように、被控訴人においては有期雇用社員の契約更新が形骸化してお

り、原判決も、少なくとも最後の契約よりも前までは雇用継続への合理的期待

を認めている、という契約関係にあった。そうである以上、被告が控訴人らを

雇止めとするにあたり、被控訴人はその管理職をして、控訴人らの勤続に感謝

し、雇止めをする場合も、そのことについて納得を得るように努力を尽くすこ

とが、信義則に基づき労働契約関係の付随義務として認められる。その違反に

ついて、被控訴人は、民法４１５条または民法７０９条、７１５条に基づき損

害賠償をなす義務を負うと言うべきである。 

ところが、被控訴人は、こうした義務を果たさず、控訴人らに対して最後ま

で十分な説明もせず、誇りを持って働いてきた控訴人らをボロ雑巾のように使

い捨てる非礼な対応をした。 

 

（２）説明義務違反 

第一に、被控訴人は控訴人らに対する説明を尽くしていない。前述の通り、

控訴人大倉、同齋藤、同濱、同石澤に対しては、「期間雇用社員の皆さまへ」(乙

共２)を交付して直接説明することはなされていない。控訴人濱、石澤について

は原判決もその旨認定している。それなのに、同人らを雇い止めするに際して、

どうして本件例外規則を適用して契約を更新できないのか、などの理由は説明

されていない。 

また、以下の被控訴人の対応は、雇止めの予告後に労働者が雇止めの理由に

ついて証明書を請求した場合は、遅滞なくこれを交付しなければならない、と
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した労働基準法第１４条２項に基づく「有期労働契約の締結及び更新・雇止め

に関する基準」の趣旨をはじめとする説明義務に違反している。  

① 控訴人丹羽は、２０１１年２月１５日付「期間満了予告通知書」（甲Ａ４）

を受け取って、直ちに、佐野支店宛ての２月２６日付「抗議並びに申入書」を

作成・提出した（甲Ａ１０「抗議並びに申入書」）。被控訴人佐野支店は、上

記「抗議書並びに申入書」の中の「２．原告丹羽の雇い止めに関する『理由書』

の提出を要求します」に回答していない。 

② 控訴人向山は、２０１１年５月から、自分は再雇用されないのか、と郵便課

長に再三質問してきたが、郵便課長は「うーん」と述べる程度で答えず（向山

１７、１８頁）、ようやく、７月頃「上から正式に指示がなく困っているんで

すよ。指示が来たら連絡します。」とのことだった（向山６頁）。ところが、

同年のお盆休み開けである８月１９日に控訴人向山が出勤すると、控訴人向山

の席に新入りの社員が座っていた。８月２４日には業務企画室長と郵便課長を

前に、二時間程度、「こういう扱いをするのはおかしいじゃないですか」と述

べたが、その点についての説明はなされなかった。 

③ 控訴人深尾は、８月３０日付申入れ書（甲Ｂ８）に、自分がスキル評価最高

ランクであるのになぜ再雇用されないのかなどの質問を記載して支店長に提出

したが、それへの回答はなされなかった。 

④ 控訴人辻は、２０１１年８月中頃、被告から雇止め予告通知書を受け取った

（辻２２頁）。控訴人辻は到底「雇止め」には納得できないので、前回の更新

のときに問い質した、雇止めの理由に関する４点（本書面第１に記載）につい

て、「あの返事は、どうなりましたか」と尋ねて回答を強く求めた。しかし、

課長は「いや、まだ返事が来ていないんだ」と述べるだけで、不誠実な態度に

終始し、最後まで文書はもとより口頭での回答もなかった（辻１２頁）。 

⑤ 控訴人大倉は、「雇用契約更新の申し入れ」（甲Ｅ３）を作成し、これを

もって、２０１１年９月１２日１４時３０分に支店長宛で申し入れた。それ
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に対して、業務企画室長曰わく、課長が申し入れ書について自分のところに

言いに来たが、返事としては、大倉さんの雇止めは決まった事項なのでそれ

以外には無い、とのことであり、理由の説明は何もなかった。 

⑥ 前述の通り、被告は、控訴人濱に対し、６５歳更新限度について説明することな

く、スキル評価シートの提出を指示し、同人に対し雇用継続を確信させるに至って

いる。それなのに、控訴人濱を雇止めをすることについての説明は一切なされてい

ない。 

 

（３）年次有給休暇の取得強制 

もう一つの問題が、年次有給休暇の取得強制である。前述の通り、控訴人丹

羽に対しては、被控訴人管理職が、勤務指定表に付箋を付けて（甲Ａ１３）年

休取得を強制した。控訴人深尾の場合、「勤務指定表」（甲Ｂ９）に年休が不

動文字で印字されていた。控訴人齋藤の場合、休暇経理簿（乙Ｈ４）の改竄ま

で認定されている。他の控訴人に対しても、首切りを既定路線として、年休取

得が押しつけられた。 

 

（４）不当労働行為意思としての雇止め 

本件雇止めが控訴人丹羽、同深尾、同辻、同大倉、同石澤の組合活動を嫌悪

した不利益取り扱いである以上、被告は上記控訴人らに対して、慰謝料も支払

わなければならない。 

 

（５）裁判提訴の報復としての採用取り消し 

 控訴人根元は、年末の短期アルバイトとして勤務していた２０１１（平成２

３）１２月１５日、突然郵便課担当課長より同月２１日からの採用は取り消さ

れ、同月１９日限りで退職させられた。１２月１５日の時点では本件事件の訴

状は被控訴人に送達されていないが、提訴した１２月９日当日に早々とユニオ
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ンは、原告の氏名を含めた訴状をホームページで公開した（甲Ｄ１０）。ユニ

オンのホームページは被控訴人の労務担当者にとって「必読」のページである

ことからすれば、突然の採用取消しは、被控訴人が、控訴人根元が本件訴訟の

当事者であることを知っての「報復」であることが強く推測される。 

 

 ２ 期待利益の侵害 

      以上に述べた通り、控訴人らの雇用継続への期待には合理性があるため法的

保護に値し、被控訴人は控訴人らを雇止めとすることによって控訴人らの法的

利益を侵害したのだから、被控訴人は控訴人らに対して民法４２５条または７

０９条に基づく損害賠償として慰謝料を支払わなければならない。 

   ただし、仮に百歩譲って、控訴人らの雇用継続への期待に合理性が認められ

なかったとしても、本件の事実関係のもとでは、控訴人らに対して損害賠償が

なされなければならない。 

この点に関して、大阪大学事件判決・最一小判平成６年７月１４日判時１５

１９号１１８頁は「任命権者が、日々雇用職員に対して、任用予定期間満了後も

任用を続けることを確約ないし保障するなど、右期間満了後も任用が継続される

と期待することが無理からぬものとみられる行為をしたというような特別の事

情がある場合には、職員がそのような誤った期待を抱いたことによる損害につ

き、国家賠償法に基づく賠償を認める余地があり得る」としている。これは国家

公務員についての判例であるが、賠償を認める根拠は信義則であるから、民間に

も当然に適用される法理である。 

さらに、近時の裁判例としては、武蔵野市事件東京地裁判決は、以下の通り

判示している。 

「原告の担当業務は、レセプト点検という継続性があり恒常的なものである

ところ、上記認定事実、特に、〈１〉原告が、２１回という多数回にわたって

繰り返し「再任用」され、任用継続期間の上限とされる５年をはるかに超える

javascript:void(0);
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２１年３か月の長期間にわたって被告のレセプト点検業務を継続して担当し

てきたこと、〈２〉任用の当初、原告は、被告の担当者からは、勤務成績が良

好であれば任用が継続されていくのではないかという趣旨の、原告にとっては

長期勤務を期待させる説明を受けていたこと、〈３〉原告は極めて高い評価を

受ける職務成績を毎年積み上げていたこと、〈４〉被告は、原告の「再任用」

に当たり、毎年委嘱状を交付したものの、任用期間が１年であることを改めて

説明することもなく、原告について本件要綱に定められた雇用継続期間の５年

を超える任用が継続し、また原告もそのことを認識していた状況にあったの

に、かかる状況を長期間いわば放置し、積極的な是正措置を取ってこなかった

ことなどに照らすと、原告が、上記期間中一貫して委嘱期間を１年とする委嘱

状を交付され、その任用期間自体については認識していたと思われることや、

平成３年には任用継続期間の上限が５年であることを認識し、遅くとも平成１

６年に誓約書を提出するころには、自分にも本件要綱の適用があることを認識

していたことなどの事情を考慮しても、原告が「再任用」を期待することが無

理からぬものと見られる行為を被告が行ったという特別の事情があると認め

るのが相当である。 

このように、原告の任用継続に対する期待は法的保護に値するものというべ

きところ、以上の認定事実に照らすと、被告は、平成２１年１月になって、突

然に次年度以降原告の「再任用」を拒絶する旨表明したといわざるを得ないも

のであって、本件再委嘱拒否により、上記期待を違法に侵害したものと解する

のが相当である。」 

本件の控訴人についても、本件契約について雇用継続の合理的期待が認めら

れないとしても、その理由は本件例外規則等により客観的に原則として雇用が

更新されないというだけである。よって、上記の非常勤公務員における任用の

場合に類似する。 

そして、前述の通り、本件契約以前については合理的期待が認められること、
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即ち、〈１〉控訴人らが、多数回にわたって繰り返し雇用されてきたこと、〈２〉

雇い入れの当初、控訴人らは長期勤務を期待させる説明を受けていたこと、

〈３〉控訴人らは高い評価を受ける職務成績を毎年積み上げていたこと、〈４〉

被控訴人は、控訴人らの雇用更新に当たり、雇入労働条件通知書を毎回を交付

したものの、本件規則について改めて説明することもなかったこと、本件例外

規則等については「会社が認める場合」との不正確な説明しかしていないこと、

その後も控訴人らに対して例外規定の適用について説明をしていないこと、な

ど、被控訴人には「期間満了後も雇用が継続されると期待することが無理から

ぬものとみられる行為をしたというような特別の事情がある」というべきであ

る。 

よって、控訴人らの期待は、損害賠償法上は法的保護に値すると言うべきであ

る。 

そして、控訴人らの被った損害は、半年間の給与相当および弁護士費用分で

あり、約１１０万円を下回らない。 

よって、被控訴人は控訴人らに対して、控訴人らの請求する１１０万円の損

害賠償を支払わなければならない。 

 

 ３ 退職金相当損害 

仮に、控訴人らの被控訴人への地位確認が認められない場合には、控訴人ら

は退職金無しで退職させられることになる。しかし、前述の通り、それは正社

員と比較すれば、同一価値労働同一賃金の原則に著しく反する結果となる。 

この同一価値労働同一賃金の原則について、前述した短時間労働者に関する

丸子警報器事件・長野地上田支判平成８年３月１５日を受けて、パートタイム

労働法８条は、短時間労働者と通常雇用労働者との「当該労働条件の相違は、

労働者の業務の内容及び当該業務に伴う責任の程度、当該職務の内容及び配置

の変更の範囲その他の事情を考慮して、不合理と認められるものであってはな
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らない。」と規定している。 

そして、ニヤクコーポレーション事件・大分地判平成２５年１２月１０日労

旬１８１０号５２頁では、パートタイム労働法８条違反の待遇を不法行為とし

て差額賃金の支払いを命じた。 

さらに、こうした均等待遇の規定が２０１２年より労働契約法２０条に盛り

込まれている。これは、上記の同一価値労働同一賃金の理念に根ざすものであ

り、労働契約法２０条によって創設されたものではなく、それ以前から通用す

るものである。 

前述の通り、控訴人らのうち辻、石澤以外は短時間勤務であるが、枢要な業

務を行っておりその責任の程度、当該業務の内容に照らして正社員となんら異

ならない。 

また、控訴人辻、石澤は、労働時間についても正社員と異ならず、労働契約

法２０条の趣旨が妥当すると言える。 

控訴人らの採用年月日および勤続年数は以下の通りである。 

被控訴人正社員の退職手当規程６条によれば（甲共１３０）、定年時の退職

手当は基本給月額×勤続期間別支給率であり、勤続期間別支給率は１０年まで

は勤続年数（端数切り捨て）と同じであるので、１０年以上について記載する。 

控訴人  採用年月日      勤続年数   支給月数 

丹羽  ２００４． ４．２８  ７ 

深尾  ２００６． １．２３  ５ 

齋藤  １９９５．１１．１５ １５    １９．３７５ 

向山  ２００５． ５．３０  ６ 

 辻  ２００６． ４． １  ５ 

大倉  １９９７． ５        １４    １８ 

根元  ２００８．１１．３０  ２      

 濱    ２００６． １          ５ 
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石澤  ２００７． ４     ４ 

 

よって、控訴人らは被控訴人に対して、予備的請求として、退職金相当損害

の賠償および弁護士費用相当損害の賠償として請求するものである。 

 

第５ 終わりに 社会の流れに逆行した原判決の是正を 

 １ 社会の流れに逆行した原判決 

 東京地裁判決は、本件雇止めが雇用対策法１０条に違反・抵触しているとの

控訴人らの主張について、「広く一般に期間の定めのない雇用契約に係る労働

者を募集するのではなく、・・・・・同条の適用がされないものと解するのが

相当である。」としている。 

 しかし、こうした判断は、少子・高齢化が急速に進み、深刻化が危惧されて

いる今の社会の現状を見ず、社会の流れに逆行したものといわざるを得ない。 

 判決は１２５頁で「民間企業で年齢により更新限度を定める例を見つけるこ

とができなかった」としている。まさに、それこそが「同種事案に関するわが

国社会における一般的状況等」であり、社会の流れを示すものである。このよ

うな認定をしておきながら、就業規則の不利益変更を合理的と認めた原判決の

誤りは明白である。 

 以下、この点について述べる。 

 

 ２ 少子・高齢化の進行 

（１）日本の少子・高齢化は急速に進み、深刻化している。本年１０月２０日に総

務省が発表した人口推計によると、５月１日時点で６５歳以上の高齢者は前年

より９８万２０００人（３．０１％）増加し３，３５５万人となっている（確

定値）。さらに、１０月１日現在ではさらに増加し３，３８７万人、総人口の

２６．７％と過去最高となっている（概算値）。（甲共１２６） 
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   このまま推移すれば総人口に占める高齢者の割合は将来４０％を超えると見

込まれている。実に、２．５人に１人が６５歳以上の高齢者になることになる。

（甲共１２７：１枚目） 

 

（２）こうした中、日本の労働力構成も急速に高齢化し、総務省の労働力調査によ

ると、２０１４年に仕事に就いていた６５歳以上の高齢者は、６９６万人、今

年８月にはさらに５９万人も増加し７５５万人と過去最高を記録し、就業率も

２０．８％となっている（甲共１２８）。 

   さらに、厚生労働省の推計によると日本の労働力人口は今後減少を続け、対

策を取らないと２０３０年には１０７０万人も減少するという深刻な労働力不

足が生じることとなっている。他方、高齢者の就業支援が取られた場合は、６

０歳以上の高齢者の就業者が１０３７万人から１２７４万人へと大幅に増加す

ると見込まれている（甲共１２７：２枚目）。 

   ２０１０年７月の雇用政策研究会報告書でも高齢者の就業の促進が重要な課

題とされており、６５歳以上の高齢者の雇用を保障することは、労働力不足と

いう日本の将来を危うくする深刻な社会問題を避けるためにも不可欠と言える

（甲共１２９：７頁）。 

 

（３）内閣府が６０歳以上の人を対象に行った調査では、７３％もの人が「６５歳

を超えて、働けるうちはいつまでも」働きたいと考えている。また、６５歳以

上の人が働きたい理由についても、男性では５３％の人、女性でも４４．５％

の人が経済上の理由を上げている。働かなければ生活できないというのが現実

である（甲共１２７：３、４枚目）。 

 

（４）少子・高齢化社会の進行によって、日本の年金制度は崩壊の危機にある。現

役世代が現役を卒業した高齢者の生活を支えることを基本とした今の年金制度
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で、１．５人で１人の高齢者を支えることは不可能である。政府は、年金受給

年齢の引き上げを検討してるが、それには自ずと限界がある。根本的に解決す

るには、働く能力（体力）と意欲のある高齢者には働いてもらい、共に社会を

支えてもらう以外にはない。 

 

（５）こうした実態を踏まえ、政府も７０歳まで働ける社会と企業をつくることを

基本方針としている。 

 ２０１０年７月に厚労省の雇用政策研究会がだした答申では、２００９年の

就業者の割合は６５～６９歳で男性が４６．９％、女性でも２６．３％となっ

ている。男性のほぼ２人に１人が仕事についていることになる（甲共１２９：

８頁）。 

 原判決は、こうした社会の現状と政府の方針を無視したものであり、社会の

流れと要請に反するものである。  

 

 ３ まとめ 

 以上述べたように、東京地裁判決は少子・高齢化社会の実態を無視したもの

であり、社会の要請に背を向けたものである。裁判所も社会的存在であり、社

会的責任がある。社会の実態と要請を受けとめ、法律に反しない限り社会の流

れに即し、日本社会の将来に資するような判断を行うのが貴裁判所の社会的責

務であると考えるものである。 

 

以上 


